
 

（様式３） 

会議の開催結果について 

 
 
 

 １ 会議名 第１２期第１回河内長野市市民公益活動支援・協働促進懇談会 
 

 ２ 開催日時 令和８年８月５日(水) １４：００～１５：３０ 

 ３ 開催場所 河内長野市役所４階 ４０１会議室 

 ４ 会議の概要 

① 令和７年度の協働の取り組みについて（報告） 

② 多様な主体を巻き込むための仕組みづくりについて 

③ その他 

 ５ 公開・非公開の別 

       （理由） 
 公開 

 ６ 傍聴人数  ０人 

 ７ 問い合わせ先 （担当課名）まちづくり推進課 （内線 ４０７） 

 ８ その他  

 

＊同一の会議が１週間以内に複数回開催された場合は、まとめて記入できるものとする。 
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第１２期第１回河内長野市市民公益活動支援・協働促進懇談会会議 会議録 

 

日 時：令和８年８月５日(水)１４時～１５時３０分 

会 場：河内長野市役所４階 ４０１会議室 

出席委員：高比良、硲、久、日備野、安井、吉田 

事務局：松谷、出水、河野、安田 

 

１． 開 会 

 

２． 案 件 

① 令和７年度の協働の取り組みについて（報告） 

② 多様な主体を巻き込むための仕組みづくりについて 

③ その他 

 

３． 開 会 

① 開会、委嘱について 

  委嘱状交付 

  西口副市長挨拶 

② 委員・職員紹介 

  各委員による自己紹介 

  事務局職員紹介 

③ 本懇談会について 

  事前資料に基づいて事務局説明 

④ 会長、副会長について 

  会長に久隆浩氏、副会長に岡島克樹氏を選出 

 

４． 案件 

① 令和７年度の協働の取り組みについて（報告） 

※資料に基づき事務局説明 

 

 

久会長：ありがとうございます。何かご質問がございましたら、ご発言いただければと思

います。本日初めてという方もおられますので、本当に些細なご質問等でもいい

のですが、いかがでしょうか。 私から、教えていただきたいのですが、テラスは

委員さんも関わっていただいているということで活動されているのですが、昨年

度どういう方が使って、どんな展開があったのか。もう少し具体的な部分がわか
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ればと思うのですが。 

 

事務局：美加の台地域のまちづくりは、南花台での取組を横展開する形で、昨年度からス

タートしています。その取組の一環として、美加の台地域にあるデイリーカナー

ト・ハヤシ美加の台店の空きテナントを活用し、昨年 8月から地域拠点を設けて

います。 

昨年度の取り組みとしては試行的な活動を色々と展開をしておりまして、地域活

動団体に利用していただいたり、子どもや地域のつながりづくりを重点的に活動

させていただいておりました。 

今年度につきましては、10月末までに整備をして、正式に活動拠点としてスター

トする予定でございます。  

 

久会長：中心となっているのは、まちづくり協議会のメンバーでしょうか。それとも、こ

れまで組織や既存の団体に参加してこなかった方々も、さまざまな形で関わって

おられるのでしょうか。  

 

事務局：まちづくり協議会の方にももちろんご協力はいただいてはおりますが、あまり組

織既存の団体には囚われずに地域全体的にまちづくりを進めているところです。 

 

久会長：南花台・美加の台はそういう形で基本関わっていただいて動かしていただいてい

ますが、地域で自主的にやっていただいているのは楠小学校「つながろ会」その

同じような活動かなと思っていますし、いつも見させていただいております。 

 

委員 ：市民公益活動支援補助金というのがあるが、財源はどこから。 

 

事務局：財源についてはふるさと納税等を含めた基金を使っています。ふるさと納税で市

民活動を選んでいただいた方に対して、マッチングギフトとして市からも同額を

拠出し、それを基金として積み立てているのですが、そこから拠出をして活用し

ております。 

 

委員 ：年度予算は決まっているのですか。 

 

事務局：全体としてのマックスの金額は決まっております。 

 

久会長：今もマッチングは同じ額でしょうか。 
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事務局：経費を差し引いた額と同額という扱いになっております。 

 

久会長：だから 100万円寄付いただいたら市役所も 100万円出していただいているという

ことで 2倍になります。寄附が集まるほど寄附が集まると、その分市役所もお金

使ってくださるという仕掛けになっています。 

 

 

② 多様な主体を巻き込むための仕組みづくりについて 

※資料に基づき事務局説明 

久会長：ありがとうございます。 

今日は１回目ですので、フリーディスカッションとし、それぞれの活動につい

て、自由に意見交換をさせていただきたいと思います。 

いかがでしょうか。 

さきほどのコノミヤ或いはカナートもそうですが、最近事業者も地域活動とコラ

ボしたい、社会貢献活動をしたいという所が増えてきていますので、そこを上手

く繋いでいただくような仕組みもできたらいいなと思っています。 

具体的には、トヨペット河内長野店の店長のお父様が和泉市の方で、すごく熱心

に地域活動やられていて、知り合いだったのですが、その息子さんがたまたま店

長になったということもあって、「トヨペットでもさまざまな連携がしたいで

す」というお話をいただいたので、私がつながせていただいたこともあります。 

ちょうど、あきちの前にお店がありますので、それぞれの地域の中にいらっしゃ

る事業者ともつながっていけるような事もどんどん生まれていけばいいなと思い

ます。事業者は場所も持ってらっしゃいますし、上手くいけばお金も出してくだ

さるかもしれません。 

 

委員 ：初めてで、あまりよくわからずに発言するのですが、協働など色々とあります

が、私も青少年の活動が多く、組織が多すぎると感じました。もっと市役所はリ

ードをとって、選別していくやり方をやっていかないとと思います 

私は組織をまとめて 1つにしたらいいと思います。予算が 100万円あっても、10

個であれば 10万円だが、1個であれば 100万円を一括して出すことができ、そ

うすれば大きな事業ができます。 

必要なところに必要なお金を出す。必要なところに必要な組織を作るということ

が大切。課は多くできるけど、そのたびにさまざまな協議会を作って、3年間は

国から予算下りるため、一生懸命やるが、予算がなくなったらその組織がなくな

るということも見てきた。もう少ししっかりとスリムにしないと、さまざまな会

議に行っても来ている人は大体一緒です。1人で何役もできるわけがないので、
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本当にやりたい人を集めて組織を作っていったほうがいいのではと思います。 

もう 1つ申し上げれば、さまざまな組織を作るのであれば、自治会をしっかり応

援して自治会に力を持つべきだと思います。私も自治会は長いですが、やはり町

のさまざまなことを知っている組織は自治会だと思います。 

北青葉台は毎年役員が変わります。申し送りを消化するだけで 1年たつから、新

しくやっていこうという発想にならない。だから、役員はしんどいし自治会をや

めるという悪循環になっています。私も会長を 3年間経験して、言っていること

もよくわかるし、やらないけない事もわかってきたので、今ある自治会をやはり

根本から立て直して、まちづくりを進めていく。それが原点ではないかと思って

います。 

先日も空き家対策に関しての協力依頼がありましたが、私たちは 40年前から空

き家と空き地を全部把握しており、北青葉台であれば、空き家が今 25件、空き

地は 15件ありますが、全部自治会が把握していることを役所が 1からやろうと

している。それを今更自治会と協力してやりたい、探しに行くとはどうなのだろ

うと思います。何度も言いますけど、もっと自治会応援できる組織にしてもらい

たいなと。 

自治協働課という部署がありましたが、今、自治振興グループって係に格下げさ

れています。一方でまちづくりや協働促進を進めていくと。言っていることとや

っていることが違うと思います。 

石仏小学校区で社会福祉協議会が主導する会議を作ってくれと言われますが、自

治会の中にあるので、自治会の枠外でワークショップしなくてもいいのではない

のか。それぞれに予算が下りてきて、それぞれの使い方が統一されていないの

で、大きなことをやろうと思ってもなかなか出来ない。だから、少し交通整理を

しっかりした方が、いいのではと思います。 

 

久会長：実はその通り動いていないというのは事実なのですが、小学校区単位のまちづく

り協議会を作りませんかという動きは、河内長野だけではなくて、今 200以上の

市町村で動いているんですね。 

それは先ほど委員がおっしゃったような、もうさまざまなものを別々に動かすの

ではなく、1つに繋いでいったらどうですかという発想で本当は地域まちづくり

協議会ができているはずなのです。 

私もさまざまな市でこれの立ち上げを検討する時に、前もって色々意見交換させ

てもらったのですが、河内長野市も同じだと思います。地域の中では大体 30以

上の団体があって少しずつ補助金をいけれども、合計するとおそらく 1000万円

以上が支払われていると思います。そういうのを一括して地域に渡して、何に使

ったかを最後報告さえすれば地域で自由に使ってもらってもいいじゃないです
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か。それが本来の地域まちづくり協議会の役割だと思います。 

ただ、実は地域の方が縦割りになっているところもあります。それぞれ長がい

て、「私のポジションが無くなる」と。あるいは今まで自由に使えていた十数万

が誰かの差配で振り分けられることを嫌がって、なかなか 1つになれないのも事

実です。ですから本来は、先ほど申し上げた 1つの協議会の下みんなが色々力を

発揮できるように、協議会なっていただいて、そこに一括して補助金をつけると

いう形になったらいいなと私も思っています。 

 

委員 ：1つ例を言っていいですか。今まで防犯灯は各自治会が半額負担していたものを

全額市が補助するということになりました。北青葉台のエリアには 350個の防犯

灯がついていますが、自治会に一個一個写真を撮って証拠を出せと言うわけで

す。350本の電柱を撮って書類にして提出しろと。そしたら全額補助するという

のです。おかしいじゃないですか、補助金の原資はみんな市民税・府民税、税金

から出ているのですよ。 

やってあげているという立場で補助金出しているように感じて、あまりにも腹が

立ったので文句を言いに行きました。今まで半額出しているのを全額に変更すれ

ば済む話です。それをいちいち電柱の写真を撮ってこいって。誰がその作業をす

るのか。そんな考え方では協働なんて話は前に進むはずがない。やはり地域を応

援しようという想いがないと、私たちもその通り頑張ろうという事にならない。

何かその補助金の使い方というのももう少し考えないといけないのではと思って

いますが、特に問題は防犯灯です。あんな出し方なら補助金はいらない。いまま

でこのやり方で進めてきたのに、自分たちの仕事を増やして、すべての写真を

一々チェックする。何千本という電信柱の番号確認を、職員がしていたら忙し

い。それよりもっとする事あるでしょうと思っています。 

 

久会長：別の市の話ですが、そこも防犯灯が多くついています。そこは商業地もあるの

で、商店街がつけているのか自治会がつけているのか、分からないというのが何

件か出てきました。ですので、そういう整理をする必要はあるのかなとは思いま

すが、そんなに手間もかからない方法でやればいいのではと思います。 

 

委員 ：写真を撮りに行って事故でも起きたら市は責任取るのか。暑いさなかに 200本も

300本も電信柱の写真を撮りに行くという発想が分からない。 

初めて補助金を出すというなら、それぐらいのことをしないといけないが、今ま

でもう何十年も半額出してきたんだから、倍にしたら全額になる。今までの根拠

は何だったんだということになるわけです。請求書もキチッとつけて、ようやく

全額が出ます。その書類を作って、なおかつ写真撮れというのは、行政が信用し
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ていないということで、そんな立場あったら協力できない。 

補助金もう少し上手く、使いやすいようにしていただけたら、いくらでも知恵を

出していこうと思うのです。 

さまざまな自治会があるので、一括して補助金を出しても、使い方がややこしい

という自治会もあるかもしれないが、私たち新興住宅地の自治会はそんなこと一

切無いです。 

 

久会長：先ほどもチラッとおっしゃったように最後に報告いただいたらよしとするという

のは、原資が公金、税金ですので、きちんと使い道が明瞭になったらいいだけの

話で、その示し方って色々あると思います。 

細かな指示が出るのではなく、その辺りはもうお任せをできるというような信頼

関係の中で動かすというのもいいんじゃないですかという、そういうご指摘だと

思います。 

他いかがでしょうか。 

今日はどんな意見でも結構です。またこの 2年間で色々議題にも載せていければ

なという風に思います。 

 

委員 ：自治会の話になってきますが、うちは楠台といって、大師町・日東町の自治会で 

すが、南花台と同じようにやはり問題というか、非常に困っているのがクルクル 

です。やはり担い手不足ということで、私も月一回添乗ボランティアをしている 

のですが、住民にチラシを配ってもなかなか集まらない。先日もまちづくり推進 

課さんとの会議の中で「自治会内だけで呼びかけるのには限界がある」というこ 

とで、河内長野市内でもそういうボランティアを呼びかける仕組みを作らないと 

いけないという話がありました。その中でシティプロモーション課さんが、昨年 

ボランティアで 1000人ほど登録され、その方たちとも去年イベントで一緒にさ 

せていただきましたが、非常に前向きです。「何でも手伝うよ！」というような 

素晴らしい方ばかりでしたので、そういう人達を眠らしているというのは勿体無 

い。その人たちにクルクルのスタッフ応援など、そういう発信が出来ないかと提 

案させてもらいましたが、「趣旨が違うか」という回答でした。そういう所も、 

もう少し柔軟に考えていただいて、やりたいと思う人にチャンス・機会が届くよ 

うにしてほしいと思います。 

後でシティプロモーション課へもう一度頼みに行こうかなと思います。 

そういうもさまざまなところで動いていただけると助かります。自治会ってやは

り、お歳を召した方も結構多いので、自ら動くという事にはなかなかならないの

で、そういう情報の整理など協議することが大事かなと思いました。 
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久会長：今、委員がおっしゃった話でいうと、１０００人は登録だけで、あまり動いてい

ないという事ですか。 

 

委員 ：いえ、シティプロモーション課が主催する事業に関しては「こんなことあります 

よ」と募集されています。そこに応募されてさまざまな人が来られているみたい 

ですが、それ以外の活動にはつながっていない。 

活動をやりたいし、やってほしい人もいるしが、集め方の理念が違う、目的が違

うといって遮断してしまう。それなら、「理念と目的変えた方が早いのでは？」

思います。 

 

久会長：人によって「こういう事だったら手伝いたいけど、これは少し大変」というのが

あるので、やっぱそこら辺の募集の仕方も募集の時からある意味、明確にしとい

た方がいいのかなとは思います。 

いわゆる移送サービスの話は、どちらかというと自分のペースでは出来ないもの

なので、自分のペースでは出来ないなという事になります。 

イベントは日にちも決まっているし、そこまでの準備も大体目途が分かりますの

で、そういうタイプのものやったらやりたいけど…というニーズの違いもありま

す。募集の仕方も、工夫をすればいいのかなと思いました。 

 

委員 ：1つ、いま加賀田中学校区で新しい試みが進んでいます。 

自主防災、防災組織が各自治会それぞれあり、自治会から出て独立している自主 

防災もあれば、自治会の中に入ってやっている自主防災もあります。 

縦は昔からの組織があってしっかりしているが、なかなか横串が刺せないという

ことで公民館に話を持っていって「旗を振ってくれ」と。 

それぞれの地域で活動している自主防災組織が一緒に、講演会や講座を企画し

て、関わっている人に講習をしようということで、今年 9月には大矢船の自治会

が主体となって自主防災の講演を実施予定です。 

北青葉台は随分自主防災については遅れているので、そこに行って受講して、

「大矢船はこんな取組みをしているのか。うちもこういう事をやらないといけな

い」という気付きになる。公民館が中心にやってくれています。それぞれの地域

で頑お張っている人は多くいるんですが、本当に縦串だけで横には広がらないの

で、それを広げるにはどうするかというのをやはり考えていかないと、まちづく

りにはないのかなという気はしますね。 

 

久会長：今のお話、違う角度で見ると、市役所内の横串を刺していただくことによって今

のものが支援できるわけですよね。公民館は教育委員会の所管ですから。 



8 

 

そういうのを上手く市役所の方がつないでいただくと、地域に横展開できるので

はないかなと思います。 

少し延長上で、防災の絡みで言うならば今総務省も、面白い仕掛けを作ってくだ

さっていて、『学生消防団』という制度があります。 

学生さんが 4年間に限り、地域の消防団に入団すると、証明書を出してもらって

就職活動にも使えますというような、学生のメリットと地域のメリットを繋いで

もらう、そんな仕掛けが今進められています。全国的にやはり担い手不足という

課題が出てきていますから、総務省も色々面白いこと考えています。 

ちなみに事務局の説明の中にもあったんですけど、今大学も筆記試験を受けずに

入ってくるという総合型選抜入試が出てきています。そういう時に「中学生・高

校生の時から地域活動に関わっていました」みたいなものを地域が証明書を出し

てもらうと、それが証明になって受験できるとか、そんな事も出てきています。 

そういうような所も上手く活用していただいて、お互いにメリットになるよう

な、何かそんな仕掛けも作っていただけると嬉しいなと思います。 

本市の大学も数年前から総合型選抜入試を始めて、面白い事が分かってきたの

は、やはり親御さんが地域活動熱心だと子どもさんはその背中を見ながら育って

いますので、かなり地域活動とか社会活動熱心です。 

そういう意味では、今関わってらっしゃる方のお子さんとかお孫さんを選んでタ

ーゲットにするというのも、1つ分かりやすいと思います。 

他いかがでしょうか。 

 

委員 ：校長先生と話をする機会があって、不登校の子のお母さんのサポートをしっかり 

してもらいたいといううお話が出ていました。どこまで相談していいのかわから 

ないと。 

校長先生が地域の見守りの人に頼んで、健康サポーターという人に週 3回見守っ 

てもらって、学校へ連れていってもらう。そんな活動を増やしていけたらなとい 

うお話をされていました。 

 

久会長：何かそういう意見交換ができるような場所がもっとあったらいいなという気はし

ますね。 

河内長野市では、まちづくり協議会を立ち上げる時に、各小学校区で井戸端会議

というのを月 1回開催していました。しかし、何か誤解がありまして”まちづくり

協議会を作るための意見交換だ”と思われていた節があり、「協議会ができたらも

ういいだろう」って無くなってしまったんです。 

そういう月 1回集まってさまざまな話ができるような、そんな機会をもっともっ

と作っていただいたらいいのかなと思います。 
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大阪市では小学校の中に地域ルームを 30年ほど前から作っていて、地域の方が

その地域ルームを使うために小学校に出入りするという仕掛けができています。 

その延長上で、「もっとその地域と小学校が連携しましょう」と教育委員会が応

援してくださって、月 1回の井戸端会議を立ち上げたというところもあります。

小学校の校長先生が、皆で意見交換していた時に、小学校として地域の方に応援

してほしい事というのをつぶさに出してくれます。それに対して地域の人が「こ

んな協力ができるよ」とか、そういう関係づくりができています。 

1つ具体的な事例を申し上げると、地域の方が「小学校では掃除がちゃんと出来

てないのでは」という話になって、先生から「実は放課後に帰る前に掃除しても

らっているのですが、なかなかちゃんと出来ないんです」という話になりまし

た。地域の方が、「今ホウキで掃除している家ってある？無いでしょう」、「ホウ

キを持たせても、今の子どもはホウキの使い方を理解出来てないんじゃないか」

という話なりまして、「じゃあ明日から放課後に私らが入り込んで一緒に掃除す

るわ」と、もう次の日には動き始めた。そんな事もあります。 

そういうざっくばらんな話が月 1回できることによって、お互いの困りごとが上

手くこうつながっていって解決できるというような、何かそんな機会がもっとあ

ってもいいのかなと思いました。 

市役所も応援できる部分を応援していただいて、意見交換会でも何かもやれたら

いいなという風に思っています。 

先ほどの自動車販売会社の店長とつながったのは、和泉市の井戸端会議です。お

父さんがずっと来られていたので、「河内長野で仕事しているのなら一回来てみ

たら」と言われて、それでつながったんです。 

そういう、顔合わせる機会を作るだけでさまざまなつながりが生まれていきます

よという事だと思います。 

少し個人的情報になるかもしれませんけど、委員さんは、どうして大学生で若い

のにさまざまな活動に関わるようになったおでしょうか。 

 

委員 ：先ほど会長が、親が地域活動していたら子どももその背中を見て活動に理解があ 

    るという風におっしゃっていましたが、私もその通りで、お母さんが地域活動 

で、咲っく南花台の活動に携わっていて、それを昔から見てきたから「河内長野 

のことをなんとかしたい」みたいな事を思って始めました。 

 

久会長：やってみてどうですか。楽しいですか。 

 

委員 ：そうですね。さまざまな人とつながれたり、いろんな話を聞けたりして、面白い 

    し楽しいです。やっている実感というのもすごく感じていて、楽しいです。 
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久会長：少し根掘り葉掘りではありますけど、ご自宅には高齢者世代一緒に住んでいるの

ですか。 

 

委員 ：いや、いないです。 

 

久会長：なぜ聞いているかというと、多分地域で動いている方って委員からすると、高齢

者世代が多いですよね。 

そういう 60代 70代 80代の人としゃべる機会ってなかなか、家の中では無いで

すよね。何かそういう機会にもなるのかなあという風に思いました。血のつなが

ってない知り合いの高齢者世代が沢山できるみたいな。 

 

委員 ：そうですね。僕が住んでいる所が南青葉台でして、委員の隣になります。そこに 

はご高齢の方が多くいらっしゃって、小学校の頃から、青パトとか見守り隊の人 

と話す機会があったので、それが結構影響大きいと思います。 

 

久会長：ちなみに、運転免許は持っているんですか。 

 

委員 ：いや、持っていないです。 

 

久会長：あぁ、残念。持っていたら即戦力ですよ。 

 

委員 ：有望ですね、そんな若い人は。 

私たちはもう、歳 70過ぎていますが、私たちの年代は、もっと若者の活躍の場

を作らないといけないと思うんです。「自分が一番」と思っている高齢者がたく

さん居るからね。そんな時代じゃない。 

言う事は聞いて「お金は出したる！」というぐらいの組織になっていかないと若

い人が活躍出来ない。 

私が関わっている事業のひとつに学びの森といって、二泊三日でキャンプ場に行

く事業があります。リーパルという若いボランティア組織があるんですが、30人

ぐらい、ほとんど学校の先生を目指す若者です。夜も三日間徹夜です。この子た

ち、震災が来たら非常に役立つなと思うぐらい、テントも張れば炊き出しもや

る。やはりそれぐらいやりたいという人もいるので、そこを上手く市も含めて私

たちが吸い上げて活動してもらうと、会長が先程おっしゃったように、活動に対

して「弁当だけ出すから来て」ではなくて、教育長に推薦状でも書いてもらって

試験の時に出すんだよと。私たちが 3年間頑張ったのを認めるから、これだけ頑
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張ったんだというのはアピールをするようにと大学に持っていってもらいます。 

それ目的で来る子もいますが、本当に一生懸命汗をかいている人は、やっぱり見

てあげないと。ボランティアボランティアって言葉はよいけど、しんどいだけだ

とやはり続かないと思うので、その辺も協働促進の中で、頑張っている人を応援

できる組織にもなっていかないといけない。子ども相手に活動しているといつも

そう思います。 

子どもは純粋ですよ。大人は何か履き違えていますけど、子どもの活動をしてい

たらボランティアだって人がたくさんいます。そうではなくて。子どもも大事だ

けど、まず地域をしっかりして、ちゃんとしたふるさとをつくってあげないと子

どものためにならないと思います。 

 

久会長：先ほど委員に、「高齢者世代違いますか」って言ったのは、実はもう 1つの思い

があって、大体皆さんもそうかもしれませんけど、息子・娘には厳しいけど孫に

は優しくなりますよね。 

そういう意味では 2世代超えた方が実は上手く連携できたりするので、そういう

意味でもね、少し若い方々がどんどん地域の中に入っていただくと、少し雰囲気

を大きく変えてくれるんじゃないかなと期待しているところもあいます。 

 

委員 ：私たちはもう固定観念で動いえいるから、視野が狭いけどやはり若者ってすご 

いです。 

キャンプで子どもが帰りたいって言った時に「頑張れ！」って昔は言ってました

が、そうではなく寄り添って話を聞いてやると、頑張って一泊したという例をた

くさん見てきています。やはり若い人の力ってすごいなと思いますね。それを活

かせる組織を市は考えたらよいと思います。 

 

久会長：他の部署で何かそういう、若者に集まってもらって積極的に動いてもらうような

連携って、いくつかでき上がってきてますでしょうか。 

 

事務局：今で言うと若者未来プロジェクトというものをシティプロモーション課が、去年

から始めました。若者が河内長野の事を勉強して、自分らの自分事として研究し

てもらうみたいな制度ができています。まだ 2年目で走り出したところですが、

今後は委員がおっしゃっていたように「いろんなことに地域を越えてでも関われ

ていくようなボランティア制度にする」ということおはめざしたいと考えていま

す。若者にとってもガクチカもそうですが、、何か力を入れている事っていうのは

大事だと思いますので、そういう展開は市としてもちょうど市長も変わって、や

り始め出したところです。 



12 

 

 

久会長：先ほど自己紹介のときも申し上げた、茨城の『おにクル』今一緒にやっています

けれども、毎年 11月が周年事業の月です。 

1200人収容の大ホールがあるんですけど、そこを 1日高校生に使ってもらいま

しょうということで、いわゆる軽音楽部の生徒さんに集まってもらって合同音楽

祭をやってもらうというのをやっています。 

去年は 8高校 35バンドがもう、一日演奏したのですが、企画運営から当日の司

会から全部高校生にやってもらっていて「今年もやりましょう」という話になっ

ているので、今年は 10高校の軽音楽部が集まって、今もう既に実行委員会が始

まっているところです。そうやって自分たちがやっている事をまずはきっかけに

色々つながっていきましょうという仕掛けも、声かけたら案外集まってくれる

し、自分のところの高校生ではない高校生とつながることもできるので、刺激を

し合ってまた面白いことになって来たりもします。 

何かそんな繋ぎの仕掛けを作ってもらうだけでも良いのではないかなと思いま

す。 

スポーツ系のクラブは対外試合が多いのですけど、実は文化系のクラブはあんま

り発表の機会が無いんですよね。文化祭ぐらいしかないので、それを欲している

という所をくすぐっていくという事やと思います。 

化学部とかさまざまな文系のクラブがありますけどね。 

だから発表の機会無いということで、そういうのを上手く地域の中で作っていた

だくと、多分関わってくれる可能性も高まってくるんじゃないかなと思います。 

他いかがでしょうか。 

少し資料にはあったけれども報告がなかった資料 5、昨年度とか最近のセンター

の状況を、少し共有出来たらなと思うのですが、今どういう状況ですか。 

 

委員 ：『かわちながのボランティア・市民活動支援推進事業業務報告書』に、７年度に 

実施させていただきました事業おまとめて記載いています。 

あとカラー刷りの A4の半分サイズですがガイドブックもセンターで発行させて

いただきました。何か取り組んでみたい・何か活動してみたい人と、今自分たち

の活動に対して担い手といいますか、仲間になってくれる人のコーディネートを

エンターでは行っております。 

このセンターは前身の『るーぷらざ』から引き継ぎ社会福祉協議会で委託してい

ますが、長年活動されてきた団体さんが、高齢化や人数減少を理由に近年、会を

解散されるという事案がやはり増えてきております。 

何とか細々と続けていらっしゃるところもあったりするんですけど、やはり既存

の団体さんの支援強化というところと、新たにやはりこれから始められる方をど
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うマッチングさせていくかというところは、日々私達も対話をしながら、コーデ

ィネートをさせていただいております。 

活動したい側と受け入れる側の思いが、やはりズレも正直あったりして、「単発

あったらいくらでもお手伝いするんだけれども、継続しての活動はやはり負担あ

大きい」というお話も耳にすることが多いので、いかにハードルを低く、まずは

相談に来ていただける・声をかけていただけるような体制を今後は強化していき

たいなとも思っています。昨年からインスタグラムも開設させていただいて、登

録団体さんの活動状況をアップしたり、ボランティアセンター主催の事業周知や

イベント情報のアップを日々更新しております。「まずは知っていただく」とい

うところをもう一度強化していきたいなという風に考えております。 

 

久会長：何か皆さんの方から、センターの状況をもう一度お聞きしたいなとかいうのはあ

りますでしょうか。 

 

委員 ：各地域で夏祭りとか開催していますけど、こういうクラブとか発表する場合は、

市民活動センターに電話したら繋いでもらえるんですか。 

 

委員 ：いつでも、お待ちしております。 

 

委員 ：福祉のワークショップって、年 1回これもやらされている感満載ですが、これを

やったからどうなるっていうのが見えない。もっとピックアップして問題を上げ

て、「これがみなさんの問題だから、これをやりたい」という事を整理しないと、

言いっぱなしの会に僕 3年出たんですけど、何か小さい紙に Aとか Bとか貼れと

か言うのですが、やっている感満載のものは止めてもっと具体的なものをやった

方がいいと思う。 

 

委員 ：福祉のワークショップは、本年度から始まった地域福祉計画と地域福祉活動計画 

の目標を定めたり、地域の現状を振り返ろうということで、テーマを漠然と、ど 

の地域でもできるようにという事で実施し、参加者の方に意見を出して頂きまし 

た。 

そこは今、委員がおっしゃっていただいたように「あれじゃいけないな」という 

話もでており、もう少し本当に地域に寄り添った形で、仰々しくする必要も無い 

かなと思っています。模造紙があって、ワークシートがあって、マジックでこれ 

に今から５分で書いてくださいとかというのは、やはり話しにくい雰囲気もあり 

どうしても身構えてしまう。 

やり方を変えて、委員もおっしゃっていただいたようにもっと気軽に話ができる 
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井戸端会議のような形で、今後はワークショップを展開していきたいなと思って 

います。 

 

委員 ：色々その場で意見を出すのではなくて、石仏小学校やったら、子ども食堂はある

けど、大人の食堂はない。「高齢者が食べるスペースを作ったらいいのでは」って

提案はするけど、言うだけ。「それは三日市小学校でやっているからこういう仕組

みを教えてもらったらどうですか」という、繋ぎが無い。 

 

委員 ：言いっぱなしでどうしても終わってしまっている、というのが現状です。 

 

委員 ：役所は怒ると思うけど、年度末には講演も多いです。予算余るからね、どこかの

先生に来てもらって話してもらえと言うんだろうけど、同じ事が 1月・2月多く

あります。 

 

委員 ：社会福祉協議会には、全小学校区に地域パートナーという地域担当の職員もいる 

ので、その職員が日々地域の皆さんと顔合わせる機会も多いので、その場でどれ 

だけお話しできるのかがポイントなのかなと思っています。また伝えます。 

 

委員 ：北青葉台では、友愛訪問をやっています。800軒くらいあって、高齢者が登録さ

れているのは 300ぐらいです。でもなかなか会えない。ピンポン押してもこの頃

なかなか出てきてくれない。 

そんな時、他地区はどうやって克服しているのか、問題を解決しているのかとい

う情報をいただいたら、勉強して「これも石仏地域でもやってみよう」というこ

とにつながります。そういう横串がまったく無いので、良い事例は共有していた

だきたいと思います。 

 

委員 ：地域によってやる事も違うって言いますもんね。参加する人数も。 

 

委員 ：民生委員もです。自治会 2人から出してくれと言われて、名前を書いて出しても

らいますが、何をしていいのかさっぱりわからない。皆が手を繋いで横のつなが

りをしっかり持つべきではないでしょうか。 

 

久会長：先ほど事務局の報告にもありましたけども、いわゆる良い事例を共有できるよう

な、何かそんな仕組みをもっともっと増やしていければ良いのになと思います。 

河内長野で良い事例が見つかったら一番良いんですけど、他市でも面白い事例が

ありますので、そういうところを共有すれば、自分たちだけで悩む必要が無くな
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るのかなと思います。 

先ほど、「井戸端会議はさまざまな地域でやっています」って話をさせてもらい

ましたが、岸和田のある地域で井戸端会議やっているときにある方が「最近少し

気になることがある」という話をされました。「夜の 9時に小学生がコンビニに

いつもいて、すごく気になっているが、どこの子かも分からない」と。そしたら

別の方が、「あそこのお母さんは夜のお仕事をされていて親 1人・子 1人なの

で、いつもいるんじゃないか」という話にない、「だったら地域で見守ろう」と

いう話になったそうです。次の会議の際には、「コンビニでたむろするぐらいだ

ったら、ウチの家においで」とたまにウチの家に呼んでいますって話になりまし

た。 

本当に少し気になった事がスッとこう言え合えて、それを皆がすぐにフォローが

できるというような、そんな呼びかけの方が、先ほどお話いただいた年に 1回ワ

ークショップをするよりも、よっぽど役に立つんじゃないかなと思いました。ま

たお考えいただければと思います。 

他にいかがでしょうか。よろしいですか。 

 

 

③ その他 

 

久会長：それでは今日も様々、ご意見賜りましたので、また次回以降に話題にしてまわし

ていけるようなことも少し準備して、一緒に考えさせていただければなという風

に思っております。 

それではちょうど 1時間半ぐらい経ちましたので、今日はこれで一旦締めとさせ

ていただきたいと思いますが、【その他事項】で何か皆さんの方から、せっかく

お集まりですので「ウチの地域福祉の団体で、こんなイベント考えているんです

けど参加しませんか」みたいな呼びかけでも結構ですし、さらに追加でお話でも

結構ですから、何かございますでしょうか。 

 

委員 ：来年 3月中旬、コロナで中止になりました『高野街道祭り』を復活させよういう 

ことで、今実行委員会で動いております。またご協力お願いしたいと思います。 

 

久会長：先ほど委員もおっしゃっていただいた、情報って色々流すんですけどやはり”顔が

見えて伝わっていく”というところがあるので、それは大切だなと思います。他の

方々も、また次回「こういう情報皆に共有しよう」ということでもお持ち寄りい

ただければという風に思います。 

ちなみにこの前の土曜日に豊中で環境活動のワークショップに豊中にある高校の
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生物部の人に来てもらいました。周りの大人たちが「せっかく良い事やっている

んだから、インスタグラムとかで流したらどうですか」という話をされたんで

す。そしたら、自分たちはすでにやっているんだけど、なかなか気づいてもらえ

ないんですということでした。それで私もフォローさせてもら、130名のフォロ

ワーが、たちまち 10分間で 180名まで 50名増えたんです。 

やはりこういう風に顔が見える関係の中で「インスタやっています」って言われ

るとフォローをしやすくなるという事がありますので、そういう意味では、ネッ

ト社会になってはいるけれども、”顔が見えているかどうか”というのがとても重

要だなという風に思いました。またこういう機会上手く使っていただいて情報共

有させていただければなという風に思っております。 



第１２期第１回河内長野市市民公益活動支援・協働促進懇談会会議 次第 

 

                                            日 時： 令和８年８月５日(水) 

                                                     １４時００分～１６時００分 

                                            会 場： 河内長野市役所 ４０１会議室 

 

 

１．開会 

① 開会、委嘱について 

② 委員・職員紹介 

③ 本懇談会について 

④ 会長、副会長について 

 

２．案件 

① 令和７年度の協働の取り組みについて（報告） 

② 多様な主体を巻き込むための仕組みづくりについて 

③ その他 

 

３．閉会 

 

 

 

＜資料＞ 

   資料１ 河内長野市市民公益活動支援・協働促進懇談会について  

   資料２ 河内長野市市民公益活動支援・協働促進懇談会運営規程   

   資料３ 河内長野市市民公益活動支援・協働促進懇談会傍聴要領    

   資料４ 協働の取り組み～みんなで一緒に創るまちづくり～ 

   資料５ かわちながのボランティア・市民活動センター活動報告書 

  

    

＜参考＞ 

   第１２期河内長野市市民公益活動支援・協働促進懇談会委員名簿 

 

 



氏　名 よみがな 所　　　　　　　　　属

委員 東屋　美樹 あずまや　みき 河内長野市母子福祉会

委員 岡島　克樹 おかじま　かつき 大阪大谷大学

委員 高比良　昌也 たかひら　まさや 河内長野市商店連合会

委員 硲　康雄 はざま　やすお 北青葉台自治会

委員 久　隆浩 ひさ　たかひろ 近畿大学 名誉教授

委員 日備野　美里 ひびの　みさと 楠小学校区つながろ会

委員 安井　夕稀 やすい　ゆき 社会福祉法人河内長野市社会福祉協議会

委員 吉田　穣 よしだ　じょう 公募市民

第１２期「河内長野市市民公益活動支援・協働促進懇談会」委員名簿
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市民公益活動支援及び協働促進アクションプラン 

基本構想 

基本計画 

実施計画 

市民公益活動支援及び協働促進に関する指針 各種計画・指針 

総合計画 

1章 アクションプランの趣旨 

 

1．アクションプラン策定の目的 

  本市では、策定当初の「河内長野市第４次総合計画」の理念の一つであり、現在の

「河内長野市第５次総合計画」のまちづくりを支える政策にも引き継がれた「協働に

よるまちづくり」を進めていくことを目指して、平成１８年に「市民公益活動支援及

び協働促進に関する指針（以下、本指針という。）」を策定し、社会情勢の変化等に対

応するため、令和４年に同指針を改訂しました。 

  本指針には、市民公益活動のさらなる活性化を図るとともに、様々な協働を促進す

るための、現時点での本市の考え方や方策などを明らかにしています。 

  本指針に基づき、市民や地域が主体となり、適切な役割分担のもと、市民・事業者・

行政が連携し、主体的なまちづくりをすすめるための協働施策をより具体的に推進し

ていくため、本アクションプランを策定するものです。 

 

2．位置づけ 

  総合計画は、本市における最上位の長期的なまちづくりを総合的・計画的に進める

ための指針となるものです。第５次総合計画は、「基本構想」「基本計画（分野別・地

域別計画）」及び「実施計画」により構成されています。  

  本アクションプランは、総合計画に示されている「みんなで一緒に創るまちづくり」

を実現させるために策定及び改訂された本指針に基づき、具体的な施策及び事業を示

したものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

3．改定時期 
  本アクションプランは、毎年度施策及び事業の検討を行い、社会情勢の変化や進捗

状況に合わせ、本アクションプランの内容のチェックを行います。その後、上位計画

との整合性を図り、本アクションプランの実績をもとに再検討し、必要に応じ改定を

行います。 
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2章 河内長野市の現状と課題 

 

 1．市民・市民公益活動団体の現状と課題 

  国の調査結果では、近年の個人意識の傾向として、高水準で推移してきた「社会

志向」が下降している反面、「個人志向」は上昇基調となり、市民の価値観の変化が

伺えます。 

 また、めまぐるしい社会状況の変化などから、市民ニーズが多様化・高度化して

いるため、市民個人の努力や行政だけでは対応が難しくなってきています。 

 

 
出典：内閣府社会意識に関する世論調査（R03） 

 

  市政アンケートでは、地域やまちづくり活動への参加を年１回以上した方の割合

は微減ではあるが、年代別に見た際には、３０歳代以下で「ほとんどない」と回答

した人の割合が、４０歳代以上と比較し、多くなっています。 
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参照：市政アンケート報告書及び市民意識調査 

 

 

地域やまちづくり活動の参加度（単数回答／年代別） 

    

出典：市政アンケート報告書（R03） 

 

ｎ
数

週
に
２
～

３
回
以
上

週
に
１
回
程
度

月
に
１
回
程
度

年
に
数
回
程
度

年
に
１
回
程
度

ほ
と
ん
ど
な
い

無
回
答

100.0 1.4 2.4 6.2 19.5 7.6 59.8 3.1
1,028 14 25 64 200 78 615 32

年代別
100.0 - - - 12.5 6.3 81.3 -

32 - - - 4 2 26 -
100.0 1.6 0.8 1.6 10.7 4.9 78.7 1.6

122 2 1 2 13 6 96 2
100.0 1.1 1.1 2.2 18.5 4.3 72.8 -

92 1 1 2 17 4 67 -
100.0 0.7 0.7 8.5 27.7 5.7 56.0 0.7

141 1 1 12 39 8 79 1
100.0 - 2.2 5.6 22.9 11.2 55.9 2.2

179 - 4 10 41 20 100 4
100.0 0.6 2.4 6.6 23.5 6.0 56.6 4.2

166 1 4 11 39 10 94 7
100.0 3.2 4.8 9.0 17.0 9.0 53.2 3.7

188 6 9 17 32 17 100 7
100.0 2.1 5.2 9.4 12.5 10.4 49.0 11.5

96 2 5 9 12 10 47 11
100.0 8.3 - 8.3 25.0 8.3 50.0 -

12 1 - 1 3 1 6 -

50歳代

60歳代

70歳代

80歳以上

無回答

全体

19歳以下

20歳代

30歳代

40歳代
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（注 1）ボランティア：無償（実費支給含む）で市民公益活動を行う個人。これらの活動をボランティア活動と呼び、ボラン 

ティアだけで構成されている団体をボランティア団体という。なお労働の対価を得て活動する人を有償スタッフ 

という。 

  ボランティア（注 1）を支援するセンターによるアンケートや相談において、「高齢

化による役員や担い手がいない」「活動場所がない」「活動資金が少ない」「団体を知

る機会がない・情報がない」「デジタル化が難しい」といった声が多くあります。 

  一方、地域コミュニティについては、小規模開発等もあり、平成１８年と比較す

ると、自治会数は増加しているが、自治会加入率については、年々低下している状

況です。 

 また、自治会アンケート（令和５年度）によると運営上の課題として、高齢化や

ライフスタイルの変化に伴う、役員のなり手不足や負担感の増加が挙げられていま

す。 

 

 H25.4末 H30.4末 H31.4末 R2.4末 R3.4末 R4.4末 R5.4末 

自治会数 389 385 385 385 385 382 381 

加入率 70.4％ 68.0% 67.8% 67.1% 65.7% 65.0% 64.4% 

 

 以上の様な現状を踏まえ、市民活動団体・自治会等のコミュニティが活動を継続

していく上での課題として、「担い手の確保・育成」「資材・資金の確保」「活動拠点

の確保」「情報の収集・発信」「地域コミュニティの活性化」等が挙げられます。 

 

 2．事業者の現状と課題 

  センターに寄せられる相談の中で、市民活動団体等を紹介してほしいというマッ

チングに関する相談が多い一方で、マッチングを希望される事業者は福祉施設が大

半を占めるため、他業種の事業者は市民活動団体等との協働を考えていない（必要

性を感じない）か、または考えている事業者も連携・協働先との接点の持ち方が分

からない（センターを知らない）のが現状です。 

 

 以上の様な現状を踏まえ、事業者との協働を進めていく課題として、「事業者の協

働に関する認識」「情報発信及び連携の場の提供」が挙げられます。 

 

 3．行政の現状と課題 

   本市では、平成１８年に策定した本指針（令和４年改訂）に基づき、市の役割（責

務）として、協働によるまちづくりを推進するための仕組みを構築し、市民協働に

よるまちづくりに積極的に取り組んできました。 

 一方で、厳しい財政状況の中、補助金等の支援制度については、現行の支援水準

を維持することさえも困難となることが予測されます。また、補助金利用団体の減

少、職員間における協働に対する認識・能力のバラつきや組織間の情報共有不足等

も見受けられます。 
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 以上の様な現状を踏まえ、行政が協働を推進するための課題として、「資源の選択

と集中」「職員のコーディネート能力向上（職員の協働研修）」「支援体制・制度の見

直し」が挙げられます。 

 

 4．中間支援組織（注 1）の現状と課題 
   市、市民等及び市民活動団体等の間に立ち、市民活動が円滑かつ活性化できるよ

うに支援する組織で、市民活動を活性化するために、情報の収集・発信、相談、個

人の組織化の支援及び課題を共有する他団体と連携するための機能を担っています。 

  令和３年度よりボランティアを支援するセンターを市社会福祉協議会が担ってい

ますが、福祉分野以外の団体や学校関係団体等との関係を構築中です。なお、既存

団体にはなかった新たな活動の仕方（ソーシャルビジネス／コミュニティビジネス）

（注 2）をする方たちへのアプローチも模索中です。 

 また、センター予算は厳しい財政状況のため、支援方策について選択しながら実

施しています。 

 

 以上の様な現状を踏まえ、市民活動が円滑かつ活性化できるように支援するため

の課題として、「活動主体の多様化への対応（情報収集含む）」「収入の脆弱性」「連

携の場の創出」が挙げられます。 

 

（注1） 中間支援組織：行政と地域の間に立ち、社会の変化やニーズを把握し、地域におけるさまざまな団体の活動や団

体間の連携を支援する組織のこと。 

（注2） ソーシャルビジネス/コミュニティビジネス：地域社会において、環境保護、高齢者・障がい者の介護・福祉から、子

育て支援、まちづくり、観光等に至るまで、多種多様な社会課題が顕在化しつつある中、地域社会の課題解決に向

けて、住民、ＮＰＯ、企業など、様々な主体が協力しながらビジネスの手法を活用して取り組むこと。 
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3章 目指す姿及び推進施策 

 

１．協働のまちづくりの目指す姿 

地域コミュニティが活性化され、市民や地域が主体となり、適切な役割分担のもと、

市民・事業者・行政とがまちづくりの方向性を共有し、多様な主体によるまちづくり

をすすめ、「自律性の高いまちづくり」の実現を目指します。 

 

２．推進施策 

（１）市民公益活動の基盤づくり 
「協働によるまちづくり」を目指し、市民公益活動をより活性化させていくために

は、市民公益活動に関する社会的な基盤づくりを行っていく必要があります。 

そのためには、行政だけでなく、市民や事業者など多様な担い手が、市民公益活動

に対する関心を高め、それぞれが協力しながら市民公益活動を支えていく仕組みを整

えていくことが求められています。 

 

（２）市民と行政の協働促進 
市民と行政の協働は、それぞれの特性を活かしながら一緒に取り組むことにより、

より良い結果が得られるところに意義があります。 

これを進めていくためには、職員の意識醸成を進め、相互理解を図りながら、効果

的な協働事業が行えるよう支援制度の見直しや協働促進策を展開していく必要があり

ます。 

 

（３）市民相互の協働促進 
市民相互の協働は、地域に限定されない特定のテーマによって協働していく場合と、

特定の地域課題の解決をはかる過程で協働していく場合があり、それぞれにおいて協

働を促進していく必要があります。 

そして、両者が連携することで、さらに効果的なまちづくり活動が可能となります。 
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３．協働によるまちづくりの体系図 
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化
へ
の
対
応 

（情
報
収
集
含
む
） 

収
入
の
脆
弱
性 

連
携
の
場
の
創
出 

 
 
 

な
ど 

地域コミュニティが活性化され、市民や地域が主体となり、適切な役割分担

のもと、市民・事業者・行政とがまちづくりの方向性を共有し、多様な主体に

よるまちづくりをすすめ、「自律性の高いまちづくり」の実現を目指します。 

基 

本 

理 

念 

1.普及啓発・参加促進 

2.情報の収集・提供 

3.人材の育成・確保 

4.資金確保への支援 

5.活動拠点の整備 

6.ネットワークの促進 

１. 協働促進のための

環境整備 

2. 職員の意識醸成 

3. 制度の見直し 

4. 協働事業の推進 

1. 特定のテーマによ

る協働促進 

2. 特定の地域による

協働促進 
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4章 推進施策の展開 
 

１．市民公益活動の基盤づくり 
 

 

１．普及啓発・参加促進 

市民公益活動への関心を高め、その実践に結びつけるため、市民公益活動に関する

普及啓発に努めるとともに、参加を促進するための環境やきっかけをつくっていく必

要があります。 

    

（１）普及啓発 

①市民意識の醸成 

・講座やイベントなどを通して、市民公益活動の意義や内容、活性化するために必

要なことなどを、多くの人が共有できるよう努めていきます。 

・また、生涯学習（学校の教育課程含む）の推進などを通して、市民公益活動に関

心を持ち、地域や社会の課題に目を向け、その解決に向けた取り組みを実践でき

るよう啓発していきます。 

      

（２）参加促進 

①参加しやすい環境づくり 

・ボランティア休暇の導入促進や本市の市民公益活動保険などの加入促進など、市

民公益活動に参加しようとする人にとって、活動しやすい環境を整えていきます。 
 

②参加に向けてのきっかけづくり 

・入門講座や体験学習の充実など様々な年代の人々に対し、市民公益活動に関心を

持ち、実践していけるようなきっかけをつくっていくとともに、実際に活動につ

ながるよう支援していきます。 

・また、参加の形態としては、実際に活動するだけでなく、資金面での参加や情報

拡散への協力など様々なものがあります。そのため、ターゲットを絞った企画内

容や周知方法などの工夫により、若者や女性、さらには地域外の人材の参加を促

すきっかけをつくっていきます。 
 
 
 
◎主な取り組みの内容 

主な取り組み 内容 担当課 

生涯学習の機会充実 くろまろ塾 文化・スポーツ振興課 

公益的な活動に安心して活動に

取り組める制度 
市民公益活動補償制度 自治協働課 
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市民公益活動への参加促進策 
ボランティア養成講座 

ボランティア体験活動プログラム 

文化・スポーツ振興課 

ボランティア・市民活動センター 

社会福祉協議会 

市民公益活動の周知 
活動センター登録団体ガイドブ

ックの作成 
ボランティア・市民活動センター 

ボランティア団体の活性化 ボランティア連絡会交流会 
地域福祉高齢課 

社会福祉協議会 

自治会等加入促進策 

宅建業者等との連携 

転入者への加入案内パンフレッ

ト配布 

都市計画課 

自治協働課 
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２．情報の収集・提供 
市民公益活動の活性化や協働を促進していくためには、そのための様々な情報を収

集し、多様な手段によって分かりやすく提供していく必要があります。 

    

（１）市民公益活動や協働を促進するための情報収集・提供 

①活動に関する情報 

   市民公益活動に関する様々な情報を、情報の双方向性の促進も検討しながら、

それぞれのニーズに合わせ、分かりやすく提供していきます。 

 

②活動支援に関する情報 

   市民公益活動を行う人に対して、活動のための助成金や場の提供、団体の運営

方法や交流促進のための情報など、市民公益活動の支援に関する情報を提供して

いきます。 

 

③協働促進に関する情報 

   協働を促進していくため、地域で何が課題になっているかなど情報収集を行い、

協働によるまちづくりにつながる情報を、分かりやすく提供していきます。 

 

（２）多様な媒体による情報提供とネットワーク化 

①多様な媒体による情報提供 

   チラシ、広報紙やミニコミ紙などの紙媒体や、口コミなどの人的な手段に加え、

ホームページや電子メール、ＳＮＳ（注 1）（フェイスブック、Ｘ（旧ツイッター）、

インスタグラムなど）といったＩＴの活用など、多様な媒体による幅広い情報の

提供をしていくとともに、日々変化する広報ツールに対応していく必要がありま

す。 

 

②情報のネットワーク化、一元化 

   地域を越えた広域的な情報も含め、様々な情報のネットワーク化や一元化を図

り、情報を分かりやすく提供していきます。 

 

 

 

 

 

 

 

（注1） SNS：《social networking service》個人間のコミュニケーションを促進し、社会的なネットワークの構築を支

援する、インターネットを利用したサービスのこと。 
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◎主な取り組みの内容 

主な取り組み 内容 担当課 

活動に関する情報発信 

ボランティア・市民活動センター

HPの充実 

ごみ出し等の支援を行う地域の

活動団体の情報提供 

ボランティア・市民活動センター 

 

環境衛生課 

活動支援に関する情報 
ボランティア・市民活動センター

機能の充実 
ボランティア・市民活動センター 

自治会に関する情報発信 

自治会ハンドブック 

HPでの情報提供 

ごみステーションの管理等に関

する好事例等の情報提供 

自治協働課 

 

環境衛生課 
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３．人材の育成・確保 
市民公益活動の活性化や協働を促進していくためには、市民公益活動を担う人材だ

けではなく、それらを促進していく人材の育成・確保に努めていく必要があります。 

    

（１）人材の育成と発掘 

①組織の管理・運営を担う人材の育成 

   組織を円滑に機能させていくためには、組織の管理面（財務、総務、労務など）

と運営面（事業計画、リスク管理、広報、資金調達など）の両面において、講座

や相談窓口の設置などにより、組織の管理・運営を行える人材の育成を図ってい

きます。併せて、すでにスキルを持つ人材の発掘を進め（地域内人材や事業者・

学校との連携など）、地域活動へ参画するきっかけづくりを進めます。 

   また、市民公益活動の担い手が行政や事業者などとの人的交流を通して、組織

の管理・運営能力や専門性の向上を図っていけるような取り組みを検討していき

ます。 
 

②活動への参加を促進する人材の育成 

   市民公益活動に関心がある人に対し、身近な立場で情報を提供し、相談を行う

ことができるような人材を育成していきます。 
    

③協働などを促進する人材の育成 

   活動の担い手とそれを求めている人をつなぎ、調整を行っていく人材を育成し

ていきます。 

   さらに、市民や事業者など様々な担い手をつなぎ、協働を促進していく人材を

育成していきます。 

 

（２）人材の確保 

①人材の発掘と確保 

   組織の活性化を図るためには、経験豊富な退職後の人材をはじめ、若者や女性、

さらには地域外の住民など、市民公益活動の担い手として期待される人材の発

掘・確保に向け、若い世代（学生も含む）へのアプローチや井戸端会議のような

交流会の実施、オンラインの活用等、ターゲットに適した方法で行っていきます。 

   また、事業者や大学などとの人的交流など多様なステークホルダーを対象とし

た交流の場づくりを通して、さらなる人材の発掘・確保に向けた取り組みが進め

られるよう検討していきます。 

   イベント当日のみのボランティア参加を受け入れるなど、掛かる時間や労力を

限定することで参加のハードルを下げる取り組みなど、人材の発掘・確保に向け

た情報提供を行っていきます。 
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◎主な取り組みの内容 

主な取り組み 内容 担当課 

地域人材の交流 
福祉ワークショップ 

交流の場づくり 

地域福祉高齢課 

自治協働課 

社会福祉協議会 

 

 次代のまちづくりを担う人材の育成 
大学との連携 

次世代が中心となる事業 

自治協働課 

ボランティア・市民活動センター 



16 

 

４．資金確保への支援 
市民公益活動団体の運営は、会費や寄附金、事業収入などにより、資金面において

も自立していることが求められることから、社会全体で市民公益活動を支える仕組み

を構築していく必要があります。 

また、市民公益活動が新たな公共の担い手となっていくためには、さらなる資金面

での充実が必要であることから、市民公益活動の自立性を損なわない範囲で、資金面

における支援策を行っていく必要があります。 

   

（１）社会全体で支える仕組みづくり 

①資金確保のための情報の提供及びコーディネート 

   市民公益活動の資金確保のために、財団や行政などからの助成金情報などを積

極的に提供していくとともに、資金の提供者と求めている人をコーディネートす

る仕組みづくりを検討していきます。 

   また、クラウドファンディングなど、資金を集める新たなしくみが整備されて

きており、活動者の意向に合わせて適切な情報提供等の支援を行っていきます。 

 

②資金面で支える仕組みづくり 

   市民公益活動を資金面で支える仕組みとして、市民公益活動支援基金制度を設

けていますが、円滑な基金の運用をめざして、寄附のさらなる増加をめざします。 

 

（２）市民公益活動団体への資金面の支援 

①立ち上げ支援など 

   市民公益活動団体の立ち上げ期など、資金力のない団体には一時的に資金の必

要な場合があり、公共の新たな担い手の成長を促す意味からも、市民公益活動支

援補助金制度を導入していますが、より効果的な活用を促進していきます。 

 

◎主な取り組みの内容 

主な取り組み 内容 担当課 

情報提供およびコーディネート 助成金情報などの発信・提供 ボランティア・市民活動センター 

市民公益活動支援基金制度 
市民公益活動支援補助金制度の

内容検討 
自治協働課 

自治会等向け各種補助・助成制

度 

自治会活動環境整備補助金 

集会所整備補助金      など 

集団回収助成金 

カラス除けネット購入補助制度 

自治協働課 

 

環境衛生課 

市民公益活動団体向け補助・助

成制 
ふれあい花壇助成金 公園河川課 
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５．活動拠点の整備 
市民公益活動の活性化や協働を促進していくためには、それらを総合的に進める拠

点（以下、中央の拠点施設）を整備する必要があることから、平成１８年に市民公益

活動支援センター「るーぷらざ」をオープンしました。また、令和３年４月には、イ

ズミヤＳＣ河内長野４階の地域まちづくり拠点「イズミヤゆいテラス」にかわちなが

のボランティア・市民活動センターを開設し、機能を移転しました。 

今後においても、既存施設を有効に利用しながら地域における拠点の整備も行い、

中央と地域の拠点施設が連携していくことで、一層の市民公益活動の活性化や協働の

促進を図っていく必要があります。 

また、拠点機能の充実を図ることで、さらに市民公益活動を行いやすい環境を整え

ていく必要があります。 

 

（１）拠点施設の整備 

①中央の拠点施設の機能充実 

   協働によるまちづくりを目指し、市民公益活動をより活性化するとともに、様々

な担い手による協働関係の構築を総合的に進める拠点施設の機能を充実していき

ます。  
 

②地域の拠点施設の整備 

   テーマ型組織、地域型組織に限らず、地域の日常的な活動の場として利用でき

る地域の拠点施設を整備していきます。  
   また、市民公益活動の総合的な支援を行う中央の拠点施設との連携を図りなが

ら管理・運営を行っていきます。地域の拠点施設については、既存施設を活用す

ることを中心に更なる検討を行っていきます。  

 

（２）活動しやすい環境づくり 

①施設情報のさらなる一元化と手続きの簡素化 

   公共施設を利用しやすいように、ＨＰで公共施設一覧を掲載し、情報の一元化

を図るとともに、空き情報の確認や施設予約などのシステムを統一するなど、出

来る限りの一元化を図りましたが、キャッシュレス決済などさらなる手続きの簡

素化に努めていきます。 

 

◎主な取り組みの内容 

主な取り組み 内容 担当課 

拠点機能の充実 
ソフト、ハード、運営それぞれの事業見直し 

情報発信による認知度向上 

ボランティア・市民活動

センター 

施設所管課 

地域コミュニティ施設の維持 
老朽化した施設の適切な維持管理 

利用者アンケート 
自治協働課 
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６．ネットワークの促進 
市民公益活動の更なる活性化を図るとともに、特定の団体だけで解決することが難

しい地域や社会の課題に対し、様々な担い手が協力して取り組んでいく必要がありま

す。 

そのためには、市民公益活動団体同士をはじめ、事業者なども含めた多様な担い手

が交流し、日頃から信頼関係を築いていけるような仕組みづくりが必要となっていま

す。 

 

（１）テーマ型組織及び地域型組織同士の交流促進 
   テーマ型組織が同じ目的を持って力を合わせることで、より大きな目的を達成

することが可能となることから、テーマ型組織同士のさらなる交流を促進してい

きます。また、地域型組織についても、他の地域型組織との交流や情報交換を行

うことで、より活発な活動に結びついていくことから、地域型組織同士の交流も

促進していきます。 

 

（２）テーマ型組織と地域型組織の交流促進 

   高度化する地域の課題には、テーマ型組織と地域型組織が、それぞれの特性を

活かしながら連携することで、より効果的に取り組んでいけることから、お互い

の交流を促進していきます。 

 

（３）多様な担い手の交流促進 
   地域や社会の課題は、テーマ型組織や地域型組織をはじめ、事業者など多様な

担い手による連携によって、より効果的な対応が可能となることから、多様な担

い手が交流できるきっかけづくりとして交流の場づくりを進め、連携・協力関係

を築いていけるような仕組みを構築していきます。 

   また、「地域を知る、地域との連携」が学習指導要領の中でも重点化され、「探

求の授業」や「コミュニティスクール」を推進する学校に対しても、地域活動と

の連携・協力関係を構築するきっかけづくりとして、コーディネーターの参画促

進など、交流の場づくりを進めます。 

 

（４）新たな交流方法の検討 
   コロナ禍を契機とし、テーマ型組織や地域型組織をはじめ、様々な活動が停滞

したことから、今後パンデミックで外出ができない状況になった場合でも、交流

ができる手段（ＩＣＴの活用等）をより充実させていきます。 

  またオンラインの活用は、今まで時間や場所の制約等により参加がむずかしか

った現役世代や子育て世代にとっても、参加のハードルが下がった側面もあり、

コロナ禍の交流における代替ツールにとどまらない活用方法として、これまでの

集合型会議とオンラインを融合したハイブリッド会議の開催などを新たな交流手

段として推進していきます。 
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◎主な取り組みの内容 

主な取り組み 内容 担当課 

地域型組織同士の交流促進 まち協交流会 自治協働課 

多様な担い手の交流促進 

市民公益活動支援補助金成果

報告会等での交流会 

多様なステークホルダーを対象

とした交流の場づくり  

自治協働課 

社会福祉協議会 

ボランティア・市民活動センター 

新たな交流方法の検討 

コロナ禍の代替ツールにとどまら

ない活用方法としてハイブリッド

式の会議開催 

ボランティア・市民活動センター 
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２．市民と行政の協働促進について 
 

 

１．協働促進のための環境整備 

市民と行政の協働をより一層促進していくためには、次のような環境整備を行って

いく必要があります。 

 

（１）行政の領域の開放 

   これまで行政だけが担ってきた事業についても、市民が積極的に関われるよう、

「市民と行政の関係」や「行政の関与のあり方」（本指針第１章「協働によるまち

づくり」参照）をふまえながら、行政の領域を開放していきます。 

 

（２）相互理解の促進 
   協働を促進していく前提として、お互いの特性を尊重し、相互理解を進めてい

きます。 

   そのためには、行政が市民に対して、協働につながる様々な情報を分かりやす

く提供していくとともに、市民と行政が対等な関係で情報を交換・共有できる場

や機会づくりに努めていきます。 

 

（３）協働の各段階における参画の仕組みづくり 

   市民と行政がお互い対等な関係において目的を共有していくため、これまでの

行政主導型の市民参加ではなく、事業の計画、実施、評価の各段階において市民

が参画できる仕組みづくりを構築していきます。 

 

◎主な取り組みの内容 

主な取り組み 内容 担当課 

協働事業提案制度の充実 活用しやすい制度設計 自治協働課 

庁内の推進体制の強化 
庁内組織の充実及び職員の意識

改革 
自治協働課 

様々な仕組みづくり 

まちづくり出前講座 

防犯灯・防犯カメラの設置 

ふれあい花壇 

アドプトロード・アドプトパーク 

地域清掃ごみ袋配布 

文化・スポーツ振興課 

自治協働課 

危機管理課 

道路課 

公園河川課 

環境衛生課 

 

 

 



21 

 

２．協働事業の推進 
市民と行政は、ともにまちづくりをしていくという意識をより深め、常に協働事業

の可能性を探りながら、地域や社会の課題に取り組んでいくとともに、協働の各段階

（計画・実施・評価）において、協力・協調していく必要があります。 

 

（１）協働の計画段階 

協働事業を行っていく計画段階として、課題解決に向けて、お互いに何ができるの

かを考え、事業化を図っていくとともに、その事業を効果的に行うために、どの手法

を選択し、どの担い手と協働するのが良いのか検討していきます。 
 

①事業化にむけて 

   地域や社会の課題に取り組んでいくためには、市民と行政が目的を共有し、そ

れぞれが知恵や資源を出し合いながら事業化を目指していきます。 

   その中において、その事業が市民公益活動の特性を活かした事業（※１参照）

であり、協働で行う方がより効果的・効率的であるのかを検討し、「協働がふさわ

しい領域（※２参照）」であることを市民と行政の双方で確認していきます。 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※2：市民公益活動と行政の関わりについての概念図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※１：市民公益活動の特性を活かした事業例 

○市民のニーズにきめ細やかに対応する事業 

○市民が主体となって地域の課題を解決する事業 

○地域の実情に合わせて実施する必要がある事業 

○行政が取り組んでいない先駆的な事業 

○市民公益活動団体が有する専門性を発揮できる事業 

○市民公益活動団体の活動の活性化につながる事業  

協働がふさわしい領域 
市民公益活動

が担う領域 

 

行政が担う領域 

行政の領域 
市民公益活動の領域 
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②協働の手法の選択 

   協働で事業を行うことが確認できたら、その事業を「公益性」や「必需性」の

視点（第１章「協働によるまちづくり」参照）などから、お互いがどのように関

わるべきなのか確認していきます。 

   また、その中において、協働のどの手法を選択すれば、事業の目的に合った、

効果的・効率的な運営を可能にするのか判断していきます。 

  

 なお、協働の主な手法として、以下のものがあげられます。 

 

ａ．事業委託 

・行政の責任で実施する事業を、市民公益活動団体などの特性を活かし、行政

が実施する以上の効果が期待できる場合に託する手法。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・市民公益活動団体への事業委託のルール化 

事業委託を行うにあたって、なぜ市民公益活動団体に優先して委託するの

かなどの基準や、委託方法などをルール化に向け検討していきます。 

 

ｂ．補助・助成 

・市民公益活動団体などが主体的に行う活動を、行政が行政上の位置付けを行

い、資金などの提供を行う手法。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

意義 

・団体の専門性や機動性などの特性を活かし、公共サービスの質の

向上を図るとともに、新しい公共サービスの創出につながります。 

・市民自らが地域や社会の課題に取り組むことにより、市民の自治意

識やコミュニティ意識が向上します。 

・市民公益活動団体が公共サービスを担うことにより、団体の活動の

幅を広げ、財源確保や事業遂行能力の強化など、団体自身の成長

を期待することができます。 

意義 

・行政と市民公益活動団体の双方に共通する目的ではありますが、行政

としては対応しにくい公共領域において事業を実施することが可能と

なり、市民の多様なニーズにも応えることができます。 

・自らが地域や社会の課題に取り組む市民が増加し、市民の自治意識や

コミュニティ意識が向上します。 

・市民公益活動団体の基盤強化や活動の促進につながり、結果として多

彩な公共サービスを提供できるようになります。 
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・市民公益活動支援補助金制度の活用促進 

公開プレゼンテーションや第三者評価など、公開性・透明性の高い補助

金制度を導入したことから、今後は、より効果的な活用を促進するとともに、

活動内容を周知することで、市民公益活動への理解促進につなげていきます。 

 

  なお、委託と補助は混同されやすいので、比較表（※３参照）を参考とし 

て掲載します。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ｃ．その他 

●共催 

   行政としても実施する必要があると認めるものについて、企画や資金面な

どで参加し、協働で事業を実施する手法であり、市民公益活動団体の特性や

ネットワークを活かすことが可能となります。 

   共催事業を行うための基準を整備していきます。 

 

●後援 

   後援名義の使用により信用を付与することで事業を支援する手法であり、

活動に対する市民への認知度が高まり、理解が深まるとともに、参加の促進

が期待されます。 

   後援を行うための基準に沿って事業を実施していきます。 

 

●その他 

   市民と行政の協働が、これまでの手法に当てはまらないケースが増えてい

ます。例えば、行政が「広報の掲載」や「場の提供」といった事業協力を行

う事例や、道路のアドプト制度のように協定を行う事例、指定管理者制度の

導入により、ＮＰＯ法人や地域団体などが自らの特性を活かしながら公の施

設を効果的・効率的に管理する事例などがあり、今後も多様化してくると予

想されます。 

 

※3：委託と補助の比較表 

 委  託 補  助 

根 拠 地方自治法第２３４条 地方自治法第２３２条の２ 

主 体 委託元（行政） 補助先（市民公益活動団体など） 

領 域 行政が取り組むべき領域 公益上必要と認められる領域 

事業成果の帰属 委託元（行政） 補助先（市民公益活動団体など） 

団 体 の条 件 専門性、事務管理能力、守

秘義務、実行能力など 

公金を支出する合理性、剰余金

の非分配など 
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・協働事業提案制度の活用促進 

市民と行政の協働を促進するため、行政が示す事業内容（骨格的なもの）

に対し市民公益活動団体などがその細部を提案する「市設定テーマ部門」と、

市民の自由な発想による事業を提案できる「市民自由提案部門」の２コース

を設けた、協働事業提案制度を導入しました。本制度の更なる活用をめざし

て、行政からのテーマ設定、市民からの提案ともに、さらなる充実を図って

いきます。 

   今後も多様化する市民と行政との関係について、これまでの手法では捉え

きれない様々な協働の事例を積み上げ研究を行うとともに、それらに対応す

るための考え方やルールづくりを整理していきます。  

 

③協働の担い手の選択 

   行政がどのような担い手と協働で事業を行えば効果的・効率的な実施が可能な

のか、なるべく多くの対象からその事業に最適な担い手を選択できる仕組みの構

築に向け検討します。 

 

ａ．参入機会の拡充 

   行政は、協働につながる情報の積極的な発信や、各担い手が持っている情

報の積極的な公開など、お互いの信頼関係を深めるための取り組みを行いな

がら、様々な担い手が参入できる機会を拡充していきます。 

 

ｂ．透明性・公平性の確保 

   協働する担い手の選択については、選定基準や選定方法を明確にし、適切

に審査するとともに、選定結果を含めて情報を公開し、選定の透明性や公平

性を確保していきます。 

 

（２）協働の実施段階 
協働事業を円滑に行うためには、お互いの立場や環境を理解したうえで、適正な役

割分担に基づく協働関係を築いていきます。 

 

①合意形成に向けた取り組み  

   事業の実施に向けて、協働で取り組む課題を共通認識するとともに、目的の共

有を図り、それぞれの役割を明確にしていきます。 

   また、その役割分担は、単に、人的な作業や費用の分担だけでなく、その事業

から生じる責任の所在についても明確にしていきます。 

 

②事業の円滑な実施 

   事業を実際に行う段階では、計画に基づいて円滑に事業が行われているかを、

お互いが確認しながら進めていきます。 
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（３）協働の評価段階 
協働事業を効果的なものにするためには、それぞれの事業について評価を行い、次

の事業に活かしていきます。 

  

①協働という視点での評価 

   費用や効果だけでなく、「支援・協働の基本的な考え方」（本指針第２章「支援・

協働のあり方」参照）に則して実施されたのか、協働という視点においても評価

し、次の事業に活かしていく仕組みの構築に向け検討していきます。 

 

※参考：協働という視点での評価例 

  ○協働事業を通して、単独で行うより相乗効果があったか 

  ○協働事業を通して、どれだけ多くの人の参加を得られたか 

  ○お互いの意識や能力が向上し、また、自己改革が行われたか 

 

②社会全体での評価 

   行政だけでなく、市民公益活動団体などからも評価を行い、お互いの評価を共

有し合う仕組みをつくっていきます。 

   さらに、協働の過程や結果を積極的に公開し、社会全体で評価するとともに、

第三者組織による評価についても検討していきます。 
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３．市民相互の協働促進について 
 

 

１．特定のテーマによる協働促進 

特定の地域の枠を越えた社会的な課題の解決に向けて、特定の目的や使命を達成す

るために組織化され、機動性・先駆性・専門性など団体の持ちうる特性を活かし、取

り組んでいく活動が活発化しています。 

さらに効果的に社会的な課題に対応していくためには、単一の団体だけではなく、

テーマ型組織同士、さらには事業者、場合によっては地域型組織も巻き込んで、より

大きな取り組みに結びつけていく必要があります。 

そのためには、行政や様々な担い手が、社会的な課題に効果的に取り組んでいける

ようなネットワークづくりを行っていく必要があります。 

 

（１）連携の「機会」づくり 

   より効果的な活動を展開していくためには、特定のテーマについて目的を共有

するもの同士が、お互いの足りないところを補い合い、協力し合うことができる

「機会」をつくることが必要となります。（※４参照） 

   この「機会」をつくっていくことは、様々な担い手の連携による、さらに大き

な取り組みへとつながっていくだけでなく、全体として、多様で幅広い分野への

取り組みになっていくものと期待されます。 

   そのためには、効果的な協働関係の構築に向けて、市民相互の協働に結びつく

様々な情報を提供していくとともに、担い手同士をコーディネートするなど、ネ

ットワーク化に向けた「機会」づくりを行うことで、特定のテーマによる市民相

互の協働の促進を目指していきます。 

   また、これらを支援する組織として、「中間支援組織」（第５章「推進の仕組み」

参照）の役割が重要となってきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※4：特定のテーマによる協働促進のイメージ図 

 

 

 

 

 

 

 

事 業

 

機会 

地域型組織 

テーマ型 

組織 

支援・参画 
 

行 政 

支援・参画 
 

中間支援組織 

連
携 
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◎主な取り組みの内容 

主な取り組み 内容 担当課 

連携の機会づくり 
情報提供、担い手同士のコーディ

ネートによるネットワーク化 
ボランティア・市民活動センター 

自治会活性化に向けた取り

組み 

自治会交流会 

自治会活動デジタル化推進 
自治協働課 

地域防災の取り組み 避難行動要支援者名簿 

危機管理課 

地域福祉高齢課 

障がい福祉課 

介護保険課 
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２．特定の地域による協働促進 
 

より住み良い地域づくりを行っていくためには、その地域の特性や実情に合わせて、

地域住民や地域型組織、テーマ型組織、事業者など様々な担い手が協力しながら、地

域自らが地域課題に取り組んでいく必要があります。 

そのためには、地域住民一人ひとりが、地域活動に関心を持ち、主体的に行動でき

るような意識の醸成を図るとともに、地域自らが地域課題に取り組めるような仕組み

をつくっていく必要があります。 

その前提として、地域づくりのベースとなる自治会活動の活性化に向けた取り組み

も必要となっています。 

 

（１）地域課題への対応 

住み良い地域づくりのためには、地域を取り巻く様々な担い手が協力し合って、地

域の課題に地域自ら取り組んでいきます。 

 

   少子高齢化や個人のライフスタイルの多様化など、近年の社会状況の変化に伴

い、防災や防犯、子育て、教育、福祉、環境など、個人の努力や行政だけでは対

応の困難な課題が増加しています。 

   一方、地域住民が自ら地域のことを考え、その意思に基づくまちづくりが行わ

れることは、地域住民の満足度の高いまちづくりになるものと考えられることか

ら、「市民と行政の協働」とともに、「市民相互の協働」を進めていくことが必要

となっています。 

   今後、個人や行政だけで解決できない地域課題について、自治会や各種地域団

体など地域型組織同士だけでなく、テーマ型組織や事業者、場合によっては地域

に関係のある地域外の人材などを含めた、地域を取り巻く様々な担い手の協力に

よって取り組んでいく必要があり、そのための意識の醸成や、お互いが話し合う

場づくりなど、市民相互の協働が進むような支援策に取り組みを進めていきます。 

 

（２）地域づくり活動の推進 
地域づくりを進めていくためには、市民相互の協働促進を目指し、地域住民へ意識

啓発を行い、地域を取り巻く様々な人々の連携によって信頼関係を築いていくととも

に、地域課題に対して地域ぐるみで取り組んでいけるような仕組みを構築していく必

要があります。 

 

①意識の醸成 

   本指針作成後、地域住民自らが、自分たちのまちをどのようにしていきたいの

か、そのために何をしていくべきなのかなどを考え、実践出来るような意識の醸

成を図ってきました。 
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   より一層醸成を図るため、まちづくりなどについての情報の提供や、講演会・

研修会の開催など、地域住民自らが積極的にまちづくりに参加し、実践していく

ための意識を醸成していく取り組みを進めていきます。 

 

②連携の「場」づくり 

地域において、個人や様々な団体で活動する人が、地域の多様な課題を共有し、

情報交換し合う「場」の設置 

 

   地域づくりを進めるには、多くの地域住民の主体的な参加を進めるとともに、

地域住民や地域型組織、テーマ型組織、事業者など地域を取り巻く様々な担い手

が参加・交流できる「場」をつくることが必要となってきます。（※５参照） 

   この「場」については、参加者が気軽に集い、地域の課題や問題などについて

自由に意見交換をすることにより、参加者同士が地域課題を共有し、お互いに連

携しながら主体的に取り組んでいくためのきっかけになると期待されています。 

   このような地域での連携の「場」づくりを支援するため、この「場」に参加し、

推進していけるような地域住民を広く育てていきます。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※5：特定の地域による協働促進のイメージ図 
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③地域づくり活動の推進 

市民相互の協働による地域課題への取り組み 

 

   自律性の高い地域づくりに向けて、地域住民の基盤である地域型組織や、テー

マ型組織、事業者など多様な担い手が参加し、それぞれの特性を生かしながら、

地域課題に主体的に対応できるような組織づくり、計画づくり及び活動の支援を

行っていく必要があります。 

   そこで、平成２３年度から、小学校区ごとに「地域まちづくり協議会（以下、

協議会）」を設置し、財政支援や人的支援などを行うことにより、市民相互の協働

を中心とした地域ぐるみの活動を支援してきました（※６）。 

   また、平成２８年度に策定した「第５次総合計画」には、小学校区ごとに市民

とともに検討した「地域別計画」を定めたことから、本計画に基づいた取組みを

進めることで、地域ニーズに合った取り組みにつなげています。 

   今後、地域特性に合わせた協議会活動の充実（地域課題のさらなる解決）を図

るとともに、住民への理解促進に努めていきます。 

   また、地域の自立に向けて、協議会の運営体制も自立していく必要があります

が、そのためには、「中間支援組織」（第５章「推進の仕組み」参照）による支援

が必要であるとともに、財政、人的支援や拠点のあり方等についても検討を進め

ます。 

   さらに、地域通貨やコミュニティビジネスなど、地域の助け合いや世代を超え

た交流をはじめ、クラウドファンディングによる資金集めなど、地域で人や資金

が循環するような新たな地域活動についても検討していきます。 
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※6：地域まちづくり協議会 

●概要 

・少子・高齢化やライフスタイルの変化によって、住民のニーズも多様化・複雑化している。これら

に対応するため、自治会・町会をはじめ、地域を構成する各種団体や事業者、地域住民等によ

るネットワークを活かし、地域の課題解決を図りながら、まちづくりに取り組む組織が「地域まち

づくり協議会」です。 

・第５次総合計画・地域別計画（小学校区）などに基づき、将来を見据えた様々な地域まちづくり活

動を展開しています。 

 

地域まちづくり協議会のイメージ（自治会を基盤として表現した場合） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●支援策（令和 5年度現在） 

・財政支援 

地域まちづくり支援補助金（上限４０万円） 

市民公益活動支援補助金（応募制：プレゼンテーションにより審査有り） 

◇ハード事業コース：平成２８年度から時限実施（上限５０万円） 

◇ソフト事業コース：平成２９年度導入（上限３０万円） 

・人的支援（地域サポーター、協働事業推進員） 

・情報提供、人材育成、交流促進など 

 

 

 

 

自治会 

 

NPO法人 地域住民 

学校・PTA 

ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ団体 

各種団体 

行  政 

警察・消防 

事業者・施設 
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（３）自治会活動の活性化 
地域づくり活動を促進するためには、希薄化が進む地域の連帯感を取り戻し、地域

の活動が活発であることが重要となります。 

そのためには、地域の基礎的組織である自治会の活動の活性化に向けた取り組みが

必要となります。 

 

①自治会への加入促進 

   地域の連帯感の希薄化が進んでいることから、地域住民自身が自治会の意義や

役割を認識し、主体的に参加できるよう、意識の高揚やきっかけづくりを行って

いきます。 

   現在、本市では、自治会への加入促進に関する記事を広報紙に掲載するととも

に、転入世帯への加入促進のチラシを配るなどの取り組みを行っていますが、さ

らなる充実を図ります。 

 

②自治会活動の活性化 

   地域で安心して生活していくためには、地域の身近な課題に対して、地域住民

同士が協力して取り組んでいけるよう、連合自治会及び単位自治会の活動の活性

化を図っていきます。 

   そのために、組織運営や活動の活性化を進めるためのハンドブックの配付や学

習会、交流会等により地域活動などの積極的な情報提供に努めていますが、今後

さらなる支援策の展開を進めていきます。 

   また、役員の負担の増加から、役員のなり手不足が進んでおり、自治会活動の

維持・充実に向けて、活動の効率化も併せて進めていく必要があります。 

   なお、これら自治会活動の活性化こそが、自治会への加入促進につながるもの

と考えられます。 

   イベント当日のみのボランティア参加を受け入れるなど、掛かる時間や労力を

限定することで参加のハードルを下げる取り組みなどの事例について、情報提供

を行っていきます。 

 

 

◎主な取り組みの内容 

主な取り組み 内容 担当課 

まちづくりに対する意識の醸成 講演会・研修会 ボランティア・市民活動センター 

連携の場づくり 
地域サポーター制度の充実 

自治会交流会 
自治協働課 
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５章 推進の仕組み 
 

１．ルールづくり 
 

 

１．ルールづくり 

市民公益活動の支援や協働を促進していくためには、本指針を具体的かつ効果的に

進めるためのマニュアルを作成するとともに、さらに安定的かつ継続的に市民公益活

動の支援や協働を促進していくため、ルールづくりを行っていく必要があります。 

 

（１）マニュアルづくり 
   本指針は「協働によるまちづくり」を進めていくため、市民公益活動の基盤づ

くりを行うとともに、「市民と行政との協働」及び「市民相互の協働」の促進に努

めていくための市の方針を明確にしています。 

   本指針を実効性のあるものにしていくには、同指針に基づいて、どのように支

援や協働を行っていくかといった具体的なルールづくりが必要となります。 

   そこで、市民や市民公益活動団体などと行政が協力して協働マニュアルを作成

したことから、今後はマニュアルの活用を通して、さらなる市民公益活動の支援

及び協働の促進を図っていきます。 
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２．体制づくり 
 

 

１．推進体制づくり 

より効果的に市民公益活動の支援や協働を促進するためには、それらを進める主管

課の機能充実や庁内の横断化など、庁内組織の充実を行うとともに、職員の意識啓発

を図っていく必要があります。 

また、本指針に実効性を持たせていくため、同指針に基づいて検討を行うための庁

外の組織が必要となります。（※７参照） 

  

（１）庁内の推進体制の強化 

①庁内組織の充実 

   市民公益活動や協働に関わる主管課の機能充実を図るとともに、それらに関係

する各部局を横断化するための場をつくり、お互いの情報を共有し、連携を図る

ことで分野を越えた課題への対応を行うなど、市民公益活動の支援や協働促進を

全庁的に進める体制を整えていきます。 

   主管課や横断組織などは、本指針に基づく施策を総合的に事業展開していける

よう連携していきます。 

 

②職員の意識改革 

   総合的に市民公益活動を支援し、協働を促進していくためには、職員は本指針

の趣旨や方向性を的確に理解し、実践していくことが求められることから、職員

研修や人材交流を通した職員の意識改革を行っていきます。 

   また、職員も市民個人としての側面を持っていることから、市民公益活動への

理解を深めるためにも、職員の市民公益活動への参加を積極的に推進していきま

す。 

    

（２）市民公益活動支援・協働促進懇談会の設置（庁外組織） 

   今後、本指針に基づいて展開される施策などについて幅広い立場から意見を求

められるよう、市民や市民公益活動団体、学識経験者などで構成する懇談会を引

き続き設置していきます。 
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  ※7：推進体制イメージ図 
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２．中間支援組織の活用 
市民公益活動の支援や協働を促進するためには、市民公益活動を分野や地域にとら

われず総合的に支援を行うとともに、多様な担い手をつないでいくための組織が必要

となります。 

 

（１）中間支援組織とは 

   中間支援組織とは、テーマ型組織や地域型組織などが行う市民公益活動を総合

的に支援するとともに、行政や市民公益活動団体、事業者など様々な担い手のパ

イプ役として、中立的な立場から連携を図り、協働を促進する役割を担う組織の

ことです。 

 

（２）総合的に支援する中間支援組織   

   これまで市民公益活動を支援してきた組織は、主に分野を絞った専門的な機関

として存在してきました。 

   しかしながら、近年、分野を越えた課題や活動が出てきていることから、これ

ら組織の連携を進めながら、分野や地域にとらわれずに市民公益活動の総合的な

支援及び協働の促進を効果的に図っていくことができる、安定的で継続的な中間

支援組織が必要となっています。（※８参照）。 

 

 

 

※8：総合的に支援する中間支援組織のイメージ図 

 
 

●市民公益活動の基盤づくり 

 

市民個人 

行 政 

事業者 

地域型組織 テーマ型組織 

  

 

協 

働 

促 

進 

 
●市民と行政の協働 

 
●市民相互の協働 

総合的に支援する中間支援組織 

協
働
促
進 

 

側
面
支
援 

連 

携 



37 

 

   市民公益活動を取り巻く環境が激しく変化していることから、情報収集力やネ

ットワーク力を強化しながら、時代潮流の変化に対応した支援を行っていきます。 

   また、地域の担い手不足が深刻となる中、住民による地域課題の解決に向け、

地域まちづくり協議会を中心とした地域協働による取り組みを、中間的な立場で

支援することで、それぞれの地域の自立を促していくことが求められます。 

   さらに、団体や地域の自立に向け、人や資金等を循環できるよう、財務や労務

等の事務局機能をはじめとする基幹的な機能についても、適切に支援できる体制

を整備していきます。 
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6章 モニタリング 

 

１．モニタリング方法 

   庁外組織（市民公益活動支援・協働促進懇談会）による毎年度施策及び事業につ

いて、定量・定性評価を行い、協働が総合的に進んでいるかチェックします。また、

社会情勢の変化や進捗状況に合わせ、本アクションプランの内容のチェックを行いま

す。 

 

２．モニタリング指標 

指 標 

年 度 

 R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10 

1 
「地域のまちづくり活動が充実して

いると感じている」市民の割合 

目標値 26.0 26.0 28.0 30.0 30.0 30.0 30.0 

実績値 13.8       

2 
地域のまちづくり活動への参加状況

（年１回以上参加した市民の割合） 

目標値 49.0 50.0 50.0 52.0 52.0 52.0 52.0 

実績値 40.7       

3 Instagramのフォロワー数 

目標値 － － 300 400 600 800 1000 

実績値 － －      

4 
「市民同士の連携や市民と行政の協

働」に関する市民満足度 

目標値 17.0 17.0 19.0 20.0 20.0 20.0 20.0 

実績値 3.8       

5 
ボランティア・市民活動センターの 

新規登録数 

目標値 137※ 5 5 5 5 5 5 

実績値 109※ 8      

6 
職員向け協働促進研修参加者 

満足度 

目標値 － 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 

実績値 － 97.2      

7 
まちづくり交流会の参加者 

満足度 

目標値 － 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 

実績値 － 85.2      

8 自治会加入率 

目標値 65.0 65.0 65.0 65.0 65.0 65.0 65.0 

実績値 65.0 64.4      

9 市が締結する新規包括協定数 

目標値 － 1 1 1 1 1 1 

実績値 既協定数１４ 1      

※令和 4年度はボランティア・市民公益活動団体の登録数、令和５年度より新規登録数。 



1　施策の基本情報

2　施策を構成する主な事業の評価（モニタリング指標）

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

目標値 26.0 26.0 28.0 30.0 30.0 30.0 30.0

実績値 13.8

評　価

目標値 49.0 50.0 50.0 52.0 52.0 52.0 52.0

実績値 40.7

評　価

目標値 - - 300 400 600 800 1000

実績値 - -

評　価

3　一次評価

4　最終評価

方　策
1、普及啓発・参加促進　2、情報の収集・提供　3、人材の育成・確保
4、資金確保への支援　5、活動拠点の整備　6、ネットワークの促進

指　標
年　度

「地域のまちづくり活動が充実して
いると感じている」市民の割合

地域のまちづくり活動への参加状況
（年１回以上参加した市民の割合）

Instagramのフォロワー数

特記意見

課題

前年度評価（　　　）

評　価

　　　A・・・推進
　　　B・・・一部課題あり
　　　C・・・課題あり

施策評価シート

施　策

施策の方向性

「協働によるまちづくり」を目指し、市民公益活動をより活性化させて
いくためには、市民公益活動に関する社会的な基盤づくりを行っていく
必要があります。
そのためには、行政だけでなく、市民や事業者など多様な担い手が、市
民公益活動に対する関心を高め、それぞれが協力しながら市民公益活動
を支えていく仕組みを整えていくことが求められます。

市民公益活動の基盤づくり



1　施策の基本情報

2　施策を構成する主な事業の評価（モニタリング指標）

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

目標値 17.0 17.0 19.0 20.0 20.0 20.0 20.0

実績値 3.8

評　価

目標値 137※ 5 5 5 5 5 5

実績値 109※ 8

評　価

目標値 - 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0

実績値 - 97.2

評　価

3　一次評価

4　最終評価

前年度評価（　　　） 特記意見

　　　A・・・推進
　　　B・・・一部課題あり
　　　C・・・課題あり

ボランティア・市民活動センターの
新規登録数

評　価 課題

方　策
1、協働促進のための環境整備　2、職員の意識醸成　3、制度の見直し
4、協働事業の推進

「市民同士の連携や市民と
行政の協働」に関する市民満足度

職員向け研修参加者の満足度

指　標
年　度

施策評価シート

施　策 市民と行政の協働促進

施策の方向性

市民と行政の協働は、それぞれの特性を活かしながら一緒に取り組むこ
とにより、より良い結果が得られるところに意義があります。
これを進めていくためには、職員の意識醸成を進め、相互理解を図りな
がら、効果的な協働事業が行えるよう支援制度の見直しや協働促進策を
展開していく必要があります。



1　施策の基本情報

2　施策を構成する主な事業の評価（モニタリング指標）

R4 R5 R6 R7 R8 R9 R10

目標値 - 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0 80.0

実績値 - 85.2

評　価

目標値 65.0 65.0 65.0 65.0 65.0 65.0 65.0

実績値 65.0 64.4

評　価

目標値 - 1 1 1 1 1 1

実績値 既協定数14 1

評　価

3　一次評価

4　最終評価

前年度評価（　　　） 特記意見

　　　A・・・推進
　　　B・・・一部課題あり
　　　C・・・課題あり

市が締結する新規包括協定数

評　価 課題

方　策 1、特定のテーマによる協働促進　2、特定の地域による協働促進

自治会加入率

まちづくり交流会の参加者満足度

指　標
年　度

施策評価シート

施　策 市民相互の協働促進

施策の方向性

市民相互の協働は、地域に限定されない特定のテーマによって協働して
いく場合と、特定の地域課題の解決をはかる過程で協働していく場合が
あり、それぞれにおいて協働を促進していく必要があります。
そして、両者が連携することで、さらに効果的なまちづくり活動が可能
となります。



 
資料１ 

河内長野市市民公益活動支援・協働促進懇談会について（概要） 

 

１．設置目的 

 めまぐるしい社会状況の変化などから、市民ニーズが多様化・高度化している中で、市民個人や

行政だけでは対応が難しくなっています。そのためには、市民個人や行政だけではなく、多様な担

い手が協働しながら、みんなでまちづくりを行っていく必要があります。 

 このことから、本市では、平成１８年１２月に「市民公益活動支援及び協働促進に関する指針」

を策定し、市民公益活動の支援及び協働促進に関する様々な施策を展開しています。本懇談会は、

市民公益活動支援や協働促進のあり方について、それぞれの立場から幅広く意見を求めるために設

置しています。 

 

２．懇談会の任期等 

   任期：２年 

   開催回数：年３回程度（１回あたり２時間程度） 

 

３．懇談会の構成メンバー 

   公募市民：１名 

 市民公益活動団体の関係者：４名 

      （福祉関係・市民公益活動支援関係、自治会関係、 

       地域まちづくり協議会関係、テーマ型組織関係） 

 市内事業者：１名 

 学識経験者：２名           合計８名 

 

４．懇談会の沿革 

   平成１６年 ６月   市民公益活動支援・協働促進懇談会設置 

平成１８年 ５月    「市民公益活動支援及び協働促進に関する提言」への市民意見募集 

           第２期市民公益活動支援・協働促進懇談会スタート 

      ７月    「市民公益活動支援及び協働促進に関する提言」策定、市へ提出 

平成１８年１２月   市が「市民公益活動支援及び協働促進に関する指針」を策定 

               以降、指針に基づく施策の検討 

   平成１９年１１月   市民公益活動支援センター「るーぷらざ」オープン 

   平成２０年 ５月   第３期市民公益活動支援・協働促進懇談会スタート 

   平成２２年 ５月   第４期市民公益活動支援・協働促進懇談会スタート 

   平成２４年 ６月   第５期市民公益活動支援・協働促進懇談会スタート 

   平成２６年 ６月   第６期市民公益活動支援・協働促進懇談会スタート 

   平成２８年 ６月   第７期市民公益活動支援・協働促進懇談会スタート 



 
資料１ 

   平成３０年 ６月   第８期市民公益活動支援・協働促進懇談会スタート 

   令和 ２年 ６月   第９期市民公益活動支援・協働促進懇談会スタート 

＜第９期の主な検討項目＞ 

                ・市民公益活動支援及び協働促進に関する指針の改訂 

   令和 ４年 ６月   第１０期市民公益活動支援・協働促進懇談会スタート 

＜第１０期の主な検討項目＞ 

                ・アクションプランの策定 

   令和 ６年 ６月   第１１期市民公益活動支援・協働促進懇談会スタート 

＜第１１期の主な検討項目＞ 

                ・新たな支援制度 

   令和 ８年 ６月   第１２期市民公益活動支援・協働促進懇談会スタート 

 

５．その他 

  ■「市民公益活動支援及び協働促進に関する指針」とは 

 市民公益活動の活性化を図り、様々な協働を促進するための、考え方や方策を示したもの。 

 令和４年３月に改訂を行いました。 

 

■指針に基づく施策とは 

 市民公益活動を活性化し、協働によるまちづくりを進めるには、「市民公益活動の基盤づくり」、

「市民と行政の協働促進」、「市民相互の協働促進」のための仕組みが必要です。 

 

 <主な施策> 

 □市民公益活動の基盤づくり 

  ・かわちながのボランティア・市民活動センターの運営 

  ・市民公益活動支援補助金（一般型）の交付 

  ・市民公益活動補償制度 など 

 □市民と行政の協働促進 

 ・協働事業提案制度 など 

    □市民相互の協働促進 

 ・地域まちづくり協議会 

 ・地域まちづくり支援補助金の交付 

 ・市民公益活動支援補助金（地域まちづくり型）の交付 など 

   



 
 資料２ 

○河内長野市市民公益活動支援・協働促進懇談会運営規程 

平成１６年３月８日 

規程第６号 

改正 平成２５年１月２５日規程第４号 

（趣旨） 

第１条 この規程は、河内長野市附属機関設置条例（平成２４年河内長野市条例

第３５号）第２条の規定により設置する河内長野市市民公益活動支援・協働促

進懇談会（以下「懇談会」という。）の組織、運営その他必要な事項を定める

ものとする。 

（組織） 

第２条 懇談会の委員は、１４名以内とし、次に掲げる者のうちから市長が委嘱

する。 

(1) 市民 

(2) 市民公益活動団体の関係者 

(3) 市内事業者 

(4) 学識経験者 

２ 委員の任期は２年とし、再任を妨げない。ただし、補欠委員の任期は、前任

者の残任期間とする。 

（会長及び副会長） 

第３条 懇談会に会長及び副会長各１名を置き、委員の互選により定める。 

２ 会長は、懇談会を代表し、会務を総理する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるときは、その職務を代行する。 

（会議） 

第４条 懇談会の会議は、会長が必要に応じて招集し、会長がその議長となる。 

２ 会長は、必要と認めるときは、懇談会の会議に関係者の出席を求め、説明又

は意見を聴くことができる。 

３ 懇談会の会議は、原則公開とする。ただし、当該会議を公開することにより、

議事運営その他会議の目的が達成できなくなると認められるときは、懇談会の

会議を非公開とすることができる。 

（庶務） 

第５条 懇談会の庶務は、別に定める部署において行う。 

（委任） 

第６条 この規程に定めるもののほか、懇談会の運営に関し必要な事項は、会長

が定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規程は、公布の日から施行する。 

（任期の特例） 

２ この規程の施行の日以後最初に委嘱された委員の任期は、第３条第２項の規

定にかかわらず、平成１８年４月３０日までとする。 

附 則（平成２５年１月２５日規程第４号） 

この規程は、公布の日から施行する。 



 

  

資料３ 

 

 

河内長野市市民公益活動支援・協働促進懇談会傍聴要領 

 

１ 傍聴する場合の手続き 

(1) 会議の傍聴を希望する方は、予め定める時刻までに、集合してください。 

(2) 傍聴の受付は抽選により行います。ただし、傍聴を希望する方の人数が定員（概ね

１０名）に満たない場合は、先着順に入場するものとします。 

(3) 会議を傍聴する方は、懇談会の会長の許可を得たうえで、係員の指示に従って入室

してください。  

 

２ 会議の秩序維持 

(1) 傍聴者は、会議を傍聴するに当たっては、係員の指示に従ってください。 

(2) 傍聴者が３の規定に違反したときは、注意し、なおこれに従わないときは、退場し

ていただく場合があります。 

 

３ 会議を傍聴するに当たって守る事項 

 傍聴者は、会議を傍聴するに当たっては、次の事項を守ってください。 

(1) 会議開催中は、静粛に傍聴することとし、拍手その他の方法により公然と可否を表

明しないこと。 

(2) 騒ぎ立てる等議事を妨害しないこと。 

(3) 会場において、飲食又は喫煙をしないこと。 

(4) 会場において、写真撮影、録画、録音等を行わないこと。 

(5) その他会場の秩序を乱し、会議の支障となる行為をしないこと。 



資料④ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

河内長野市 成長戦略局 

まち創造戦略部 まちづくり推進課 

令和７年度（令和８年６月作成） 

 

協協働働のの取取りり組組みみ  
～～みみんんななでで一一緒緒にに創創るるままちちづづくくりり～～  
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本市は、平成１８年４月にスタートした「河内長野市第４次総合計画」に

おいて、「協働によるまちづくり」を理念の一つとして掲げ、市民、事業者、

行政が「協働」しつつ、「自ら考え自ら実行する自律的なまちづくり」の実

現に向け、取り組んでまいりました。令和８年 4 月からの第６次総合計画に

おいても、基本政策の一つに「人のつながりも、大きな安心に。」を掲げて

おり、その理念を引き継いでいます。 

平成１８年１２月には、第４次総合計画の理念と、その理念に沿った提言

を最大限尊重し、本市が進める市民公益活動の支援及び協働促進に関する考

え方や方策をまとめた「市民公益活動支援及び協働促進に関する指針」を策

定しました。（令和４年３月に指針を改訂） 

現在は、この指針に基づきながら、市民公益活動をより活性化させていく

ための「市民公益活動の基盤づくり」、市民と行政がともに協力してまちづ

くりを進めるための「市民と行政の協働促進」、市民や自治会、市民公益活

動団体などがお互いの理解のもとに支え合い、協力し合うための「市民相互

の協働促進」、市民と行政とが情報を共有し、協働によるまちづくりを進め

るための「行政への市民参加の促進」を４つの柱として取り組みを進めてい

るところです。 

本報告書は、これらの「協働によるまちづくり」の推進状況をまとめたも

のです。 

まちづくり推進課 

１．はじめに 
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市民大学くろまろ塾 

 

地域力ＵＰサポート研修 

 

人づくり 

 

 
例：大阪公立大学と 

西條酒造の連携 

人づくり 

市民公益活動支援基金 

市民公益活動支援補助金 

市民公益活動補償制度 

 

みんなで一緒につくるまち ～ひとづくりから始まるまちづくり
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市民（地域・事業者） 
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（各課１名） 

一部は研究会委員へ 

連絡調整会議 
複数の課の調整が必要
な場合など、地域サポ
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ない調整事項を協議 
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例：関西大学等 

と市の協定 

例：NANKAIや河内長野ガス 

など、事業者と市の協定 

自治会・町会 

地域まちづ
く り 協 議
会・交流会 

 

 

各種地域 

団体 

 

団体 

団体 

 事業者 
ボランティ
ア団体など 

NPO 法人 

地域住民 
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かわちながのボランティア・市民活動センターは、令和３年 4 月 5日に前身である市民公益活

動支援センター「るーぷらざ」の機能をイズミヤゆいテラスに移転したものです。 

団体やＮＰＯ等の市民公益活動の支援を行うセンターとして社会福祉協議会に委託し、市民公益

活動に関する情報提供、人材の育成、相談及び助言や、市民公益活動団体同士の協働促進、団体と

施設や企業等とのマッチングなど、ソフト事業を中心に充実を図りました。 

＜センターの概要＞ 

【名称】かわちながのボランティア・市民活動センター 

【場所】河内長野市喜多町６６３－１ イズミヤ SC 河内長野４階 イズミヤゆいテラス内 

【利用時間】  月～金・第１・３土曜 9：00～17：30 

※祝・年末年始はお休み 

 

 

＜センターの役割＞ 

（１）目的 

市民活動を支援し活性化を図るとともに、協働を促進し、公益の増進に寄与するため 

 

（２）基本的な役割 

①市民活動の活性化 

②ネットワークづくりの促進 

③協働の促進（仲介機関としての役割） 

 

（３）センターの利用対象 

市民活動を行っている、またはこれから行おうとする個人や団体 

 

（４）センターの機能 

  ①情報の収集及び提供機能 

   ・市民公益活動を促進するための情報、市民と行政の協働の促進に関する情報、地域のま

ちづくり活動の充実につながる情報等、様々な情報を収集・提供する機能 

  ②人材の育成及び学習機会の提供機能 

 ・個人に向けた市民公益活動への参加促進や、市民公益活動の活性化や市民と行政及び市

民相互の協働促進につながる人材を育成する機能 

③相談、助言及びコーディネート機能 

   ・市民公益活動を実施するうえでの各種課題に対する相談、助言を行う機能 

   ・市民公益活動団体同士や地域型組織、企業、個人など様々な主体をつなぐことにより、

より効果的に市民公益活動が展開されるよう支援するコーディネート機能 

  ④連携及び交流促進機能 

名称 面積 機能等 

事務・作業・相談スペース ２６㎡ 市民公益活動や協働に関する作業・相談を行うためのスペース 

ワークスペース ２０㎡ コピーサービス・輪転機・紙折り機などの利用スペース 

３．市民公益活動の基盤づくり 

３－① かわちながのボランティア・市民活動センター 
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   ・より効果的に市民公益活動が展開されるよう、市民公益活動団体や地域型組織など様々

な組織間のネットワークを促進する機能 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※令和２年度までは活動を休止している団体も含めて掲載していましたが、令和３年度以降は登録があ

った団体のみ掲載しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

～成果と課題～ 

・補助金講座の参加者の増加や、こども食堂などの福祉分野の団体が新たにガイドブックの登録を行う

など、センターを利用する団体の幅が広がりました。また、昨年度に続き、補助金講座受講者から市

民公益活動支援補助金の申請者が出るなどの成果がありました。 

・市民活動センター機能を移転し５年経ちましたが、特に若者層をターゲットにセンターの認知度向上

に向けて開設した Instagram 等を通じて、利用促進を図ります。 

・今後も、円滑な運営及び地域支援も含め更なる機能充実を図るため、情報収集を実施しながら団体ニ

ーズに沿った支援体制の確立を目指します。 
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市内における地域や社会の課題解決や新たな公共サービスの充実を図るための市民公益活動に

補助金を交付することにより、市民公益活動の活性化や協働の促進を図りながら、協働によるまち

づくりを進めていくことを目的とする制度です。市民公益活動支援基金（ふれあいるーぷ基金）を

財源として、平成 22 年度に導入されました。 

 

＜補助の種類＞ 

募集コース 補助率 補助限度 

初動支援 

コース 

市民公益活動に取り組んで３年以内の団体が行う市民

公益活動事業（同一事業で３回まで応募可） 
３／４ １０万円 

自主事業支援 

コース 

市民公益活動に原則１年以上取り組んでいる団体が行

う市民公益活動事業（同一事業で３回まで応募可） 
１／２ ３０万円 

 
 

＜これまでの交付事業数＞ 

年度 交付事業数 
（内訳） 

補助金額 
初動支援 自主事業支援 

平成２2 年度 3 ２ １ 290,000 

平成２3 年度 4 ３ １ 446,000 

平成２4 年度 7 ４ ３ 857,000 

平成２5 年度 ５ ４ １ 383,000 

平成２６年度 ４ １ ３ 499,000 

平成２７年度 ５ １ ４ 573,000 

平成２８年度 ２ 0 ２ 162,000 

平成２９年度 ４ ３ １ 329,000 

平成３０年度 １ ０ １ 226,000 

令和元年度 1 1 0 100,000 

令和２年度 ０ ０ ０ ０ 

令和３年度 ０ ０ ０ ０ 

令和４年度 1 ０ 1 300,000 

令和 5年度 4 0 4 708,000 

令和６年度 ２ ０ ２ 600,000 

令和７年度 5 3 2 518,429 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

３－② 市民公益活動支援補助金（一般型） 
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＜令和７年度の交付事業＞ 

団体名 事業名 コース 

かわちなが nora 
気軽に参加できる農作業によるコミュニティ

作り 
初動支援コース 

シブツリーハウス 
病児や障がい児の「きょうだいさん」への寄り

添いと周知活動 
初動支援コース 

レインボーフェスタ！かわち

ながの実行委員会 
レインボーフェスタ！かわちながの 初動支援コース 

南河内農業ファンクラブ 地域市民への公益サービス事業 自主事業支援コース 

フリースクールゆきレオ＆ 

保護猫施設 ゆきレオ保育園 

子どもたちと猫の未来をつくる！デジタル学

習×エイズ猫のシェルター設立プロジェクト

事業 

自主事業支援コース 

～成果と課題～ 

・これまで４８事業（同一事業含む）・３３団体に対し補助金を交付しており、団体の事業の充実が図ら

れ、団体の自立が進むなど、市民公益活動の裾野に広がりが見えています。 

・今後については、市民公益活動の更なる活性化を図るため、かわちながのボランティア・市民活動セン

ターとの連携のもと、引き続き周知方法の工夫、団体等への積極的な活用促進などを行い、応募数の増

加を目指します。 
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市民公益活動に直接携わることができない人も寄附という形でまちづくりに参加できる制度と

して、市民、市民公益活動団体、事業者などからの寄附金を基金に積み立て、市民公益活動支援補

助金の原資となって市民公益活動を社会全体で支えていくものです。 

また、マッチング・ギフト型の方式を採用することで、寄せられた寄附金と同額を市も基金に上

乗せして積み立てます。 

 

＜制度の概要＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜基金の状況＞ ※令和 8 年 3 月３１日現在 

 

※寄付金額 3,211,000円から返戻品等の経費分（1,683,056 円）を引いた金額。

内  容 件数（件） 金額（円） 備  考 

 基金残額 － 13,575,085  

（内訳）前年度繰越 － 11,879,159  

寄附金（積立額） 103 1,527,944 ※ 

マッチング額  1,420,944  

利息  63,316  

補助金 

（一般型・地域まちづくり型） 
7 △1,316,278 令和 7 年度の交付確定額 

 
 
市民公益活動
支援補助金を
交付 

寄附金 

拠出金 

マッチング・ギフト方式 

市民公益活動支援基金 

 
市民公益活動 
を行う団体 

 
 
 
 

 
 
 
 
 
●地域や社会の 
課題解決 

 
●新しい公共サ
ービスの充実 

寄附金と 

同額を拠出 

寄附 

市民・事業者等 

※市内・市外を 

問いません 

 

河内長野市 

 

市民公益 

活動 

３－③ 市民公益活動支援基金（ふれあいるーぷ基金） 
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市民公益活動の専門性や柔軟性等を活かした事業の提案を公募し、市民と市が協働することで、

地域や社会の課題の効果的・効率的な解決を図るとともに、市行政への市民参加の促進を図り、暮

らしやすい地域社会を実現していくことを目的とする制度です。 

 

＜制度の種類＞ 

市民自由提案部門 テーマ設定がなく、市民の自由な発想による事業を提案 

市設定テーマ部門 市が提示した概要書に基づき、市民が具体的な事業を提案 

 

  ※令和 7 年度市設定テーマ 

テーマ名称 担当課 

① 地域の歴史文化遺産活用支援事業 社会教育第 2 課 

 

 

＜令和７年度の結果＞  

  申込はありませんでした。 

 

 

 

～成果と課題～ 

・平成２２年度の制度開始以降、１４年間で１０事業が成案化、または他の制度により実現しており、

協働により取り組むことで、各事業の充実が図られています。 

・一方で、一定の事業が既に協働により実施されており、また、団体にとって成案化までのハードル

が高いことなどから、近年は市設定テーマ及び応募数が減少傾向にあります。 

・今後については、他市の制度なども参考に、関係部局と調整を図り、協働事業促進の仕組みづくり

や方策の検討を進めることで、更なる協働事業の促進を図ります。 

 

【参考：これまでの成案化事業】 

・ひとで不足農家の支援活動（菜園クラブ・農林課） 

・花いっぱい街づくりサポート（NPO法人フルル花の福祉の地域応援ネット・財政課） 

・美加の台第 10 緑地植樹事業（美加の台自治会連合会他・公園緑地課） 

・ファーストステップトライアル事業（NPO法人淡路プラッツ・青少年課） 

・市民が活躍する岩湧の森の活用事業（NPO法人トモロス・農林課） 

・協働による向野緑道のリニューアル事業（アメニティ長野自治会・公園河川課） 

・サポートブック「はーと」を拡げる活動（ピアはーと・障がい福祉課） 

 

 

 

 

 

４．市民と行政の協働促進 

協働事業提案制度 
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○協働事業推進員研修                                 

  各課における様々な協働事業の推進や全庁的な協働意識の醸成を図るため、協働事業推進員を対象

にWeb 研修を実施しました。 

 

＜内容及び参加者（全１回）＞ 

日時 主な内容 対象人数 

①  

R８年 2 月 12 日

～3 月 13 日 

※Web 研修 

・協働とは（語意・事例など） 

・指針・アクションプランについて 

・協働推進員とは 

・各制度や機能について 

45 人 

 

＜受講者の声（アンケートより抜粋）＞ 

 

 

 

 

○協働促進研修                                 

  若手職員を中心に対象とし、下記を目的として開催しました。 

・全庁的な協働意識の醸成を図る 

・交流促進を図り、部署を問わない横のつながりを強化する 

 

＜内容及び参加者（全１回）＞ 

日時 主な内容 参加者 

①  
令和８年 

2 月 4 日(水) 

・協働に関する事例や制度などの説明 

・ワークショップ形式による意見交換 
40 人 

 

＜参加者の声（アンケートより抜粋）＞ 

 

 

 

 

 

・協働事業の推進や意識など地域等が関わるので難しいとは思いますが、今回の研修は分かりやすく理解し

やすかった。 

・一定の時間や期間が必要になる。協働という手段を活用し、行政の事業や民間の営業利益を増やすことが 

できれば、一番いいことであると思う。 

職員向け研修 

・難しい言葉だと思っていたが、意味を知ると身近に感じた。 

・元々協働に対するイメージを考えたことがなかったが、今回で協働がどんなものか考えることができた。 

・思ったより難しく考えなくてもいいことが分かった。 
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「地域まちづくり協議会」は、概ね小学校区を一つの単位とし、自治会・町会をはじめ、地域で

活動する各種団体、NPO、事業者、住民など、多様な主体がそれぞれの役割を果たしながら、地

域の課題解決やまちづくりに取組んでいく組織です。これまで、全１３小学校区のうち、１１小学

校区で地域まちづくり協議会が設立され、地域の特性に応じた活動を進めており、残る２小学校区

についても、地域ぐるみの取り組みに向けた話し合いが進んでいます。 

市では、「地域まちづくり協議会」の組織化や地域まちづくり活動の支援など、地域の自主性を

尊重した支援を行っています。 

 

（１）財政支援  地域まちづくり支援補助金 上限４０万円（１０／１０補助） 

         市民公益活動支援補助金制度（地域まちづくり型） ※P.13 参照 

（２）人的支援  地域の主体性を尊重した職員（地域サポーター）の関わり 

（３）その他支援 相談・情報提供、講座の開催など 

 

○地域別計画について                                   

平成２８年からの河内長野市第５次総合計画において、地域まちづくり協議会のメンバーを中

心に、市民参加のもと検討会議を開催し、地域の将来像や市民が主体的に行う取り組みなどをま

とめた地域別計画を策定しました。現在は、地域が主体的に地域別計画に取り組み、地域の特性

に応じた個性あるまちづくりを進めています。令和 2 年度には地域別計画の見直しを政策企画課

主導で行いました。 

 

○地域まちづくり協議会の状況                               

・長野小学校区まちづくり会議 ～ゆめ・街・ながの～ 

平成２３年７月に設立。情報誌の発行や SNSによる情報発信、

ほのぼのフェスタへの出店、防犯グッズの配布、子ども食堂の

共催などを実施。 

 

・小山田小学校区まちづくり会 ～集い・ふれあい・感動～ 

平成２４年４月に設立。寺ヶ池公園を拠点に、夏休みのラジ

オ体操、ウォーキング、ふれあいカフェ、地域情報誌の発行、

高齢者買い物支援、移動支援、高野山大学体験教育事業などを

実施。 

 

 ・川上小学校区地域まちづくり協議会 

 平成２４年６月に設立。ウォーキングイベント、休耕地の活

用、防災キャンプ、学校行事への協力、交流サロン「くつろぎ」

などを実施。 

 

 ・高向小学校区“ひと・まち・ゆめ”づくり会 

 平成２４年９月に設立。フラワープランター設置、広報誌の

発行、校区防災連合会の設置、避難所運営マニュアルの周知事

業などを実施。 

５．市民相互の協働促進 

地域まちづくり協議会 
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・南花台まちづくり会 ～未来に向けて！咲くや心に南花台～ 

 平成２５年１０月に設立。夏休みラジオ体操、産官学民で進

めるスマートエイジング事業への協力、フラワーロード造り、

未就学児と保護者のための「キッズステーション」、ミュージッ

クフェスタなどを実施。 

 

 

 ・楠小学校区つながろ会 

 平成２５年１１月に設立。校区防災訓練や防災視察研修の検

討、ホームページやフェイスブックを活用した広報活動を実施。

自主防災組織・関係機関との連携強化、こどもの居場所「あき

ち」の運営など安全・安心への取り組みを主要なテーマとして

活動中。 

 

 

 ・石仏小学校区まちづくり会 

 平成２５年１２月に設立。HPの更新、見守り活動の体制強化、

天見川一斉清掃への協力、学校支援ボランティア増員の取り組

み、機関紙「ほっこり」の発行などを実施。 

 

 

 ・三日市小学校区まちづくり協議会 

 平成２６年９月に設立。高野街道名所への案内看板設置、あ

いさつ運動、防災行政無線を活用した放課後放送の実施、地域

情報誌の発行、歴史学習会、多聞丸（楠木正成）の PR 活動、

青色防犯パトロール、特殊詐欺防止講演会、「ふれあいまつり」

などを実施。 

 

 

 ・美加の台まちづくり協議会 

 平成２６年１１月に設立。コミュニティルーム「さくら」の

管理運営や桜の鑑賞会、キロポストの設置、キッズスクール・

親子でキッズスクール、さくらウォークなどを実施。 

  

 

・千代田小学校区みんなのまちづくり会 

 平成２６年１１月に設立。買い物代行サービス、校区防災避

難訓練、自治会アンケートの実施、小学生等への学習支援「ち

よだ寺子屋」、地域清掃活動、情報誌“あいあい通り”の発行な

どを実施。 

 

 ・天見地域まちづくり協議会 

 平成２７年２月に設立。観光マップの作成、マップやアスマ

イルを活用したウォーキングイベント、天見の未来を考える検

討会議の開催、放課後児童教室、サードプレイス事業などを実

施。 
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○市民公益活動支援補助金（地域まちづくり型）                                  

  平成２８年度より、地域まちづくり協議会が地域別計画等に基づき実施する施設の整備等のハード

事業に対し、公開プレゼンテーション及び第三者による審査の上、補助金を交付しています。 

  平成２９年度からは従来のハード事業に加え、新たにソフト面でのまちづくり活動に補助金を交付

するコースを設け、地域課題の解決に向けた事業等の支援を行いました。 

 

＜補助の内容＞ 

募集コース 補助率 限度額 

ソフト事業コース 
主にソフト面でのまちづくり活動

を中心とした事業 
１０/１０ 

３０万円 

ハード事業コース 
施設等の新設、改修、保全等のハー

ド事業 
５０万円 

 

 ＜交付事業数及び交付額＞ 

年度 交付事業数 
（内訳） 補助金額(円) 

ソフト事業 ハード事業  

平成２８年度 ４  ４ 1,941,108 

平成２９年度 ５ ２ ３ 2,710,981 

平成３０年度 １ １ ０  300,000 

令和元年度 2 2 0  384,954 

令和２年度 ０ ０ ０      ０ 

令和３年度 1 1 ０ 134,639 

令和４年度 0 0 0 0 

令和 5年度 3 2 1 2,523,952 

令和６年度 １ 1 ０ 300,000 

令和７年度 2 1 1 797,849 

 

 

＜令和７年度の交付事業＞ 

 ◎ソフト事業コース 

   団体名 事業名称 概要 

三日市小学校区まち

づくり協議会 
三日市ふれあいまつり 

住民がふれあい、親睦及び団体の相互連携を図

る。また、各コーナーを設け、世代間交流を促

し、地域の活性化を目指す。昨年度の経験をも

とに、より協力者を増やすとともに、子供や高

齢者にたくさん参加してもらうために、幼児と

高齢者のくつろぎ場所を設ける。 

 ◎ハード事業コース 

   団体名 事業名称 概要 

楠小学校区つながろ

会 

あそび場「あきち」を利用

した高齢者、子育て世代の

居場所づくり 

あそび場「あきち」を高齢者や子育て世代が世

代を超えて交流できる場とすべく、シンク及び

食器棚の環境整備を行う。整備後は、定期的な

イベントやワークショップ、サロン等を開催

し、地域コミュニティの活性化、世代間交流を

促進する。 
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  地域まちづくり協議会、自治会、団体、企業、学校・学生など地域活動に関心のある幅広い方々を

対象とし、つながりのキッカケづくりの場として開催しました。 

 

＜内容及び参加者（全１回）＞ 

日時 主な内容 参加者 

①  
令和７年 

１２月２０日（土） 

・地域活動の現場から聞こえる声として事例紹介 

・①地域活動のこれから②防災につながる地域活動につい

ての講演 

・ワークショップ形式による意見交換 

６６人 

 

＜連絡会 参加者の声（アンケートより抜粋）＞ 

 

 

 

 

 

○今後の取組の方向性                                   

地域まちづくり協議会は、自治会・町会をはじめ、各種団体などによるネットワークを活かし、

活動を進めていますが、一部の校区では自治会・町会から活動への理解・参加が十分に得られて

いない場合があります。また、今後は地域別計画等に基づき活動の充実を図られるよう、地域の

実状に応じた財政支援の構築が求められています。 

 ＜体制の充実＞ 

・「自治会・町会及び連合自治会を基盤とした地域まちづくり協議会」が地域の核として主体

的に地域のまちづくりを展開できるよう、将来の条例化も見据えながら、まずは自治会・町

会をはじめ、市民への理解促進に努める。 

 

 

～成果と課題～ 

・最初の地域まちづくり協議会の設立から１０年以上が経過し、「交流」を中心とした事業から一部で

「課題解決」に対する取り組みが見られるなど、徐々に活動の内容が充実してきています。 

・地域別計画の策定や地域まちづくり支援補助金制度の実施などを一つの契機とし、地域における必要

な取組の検討など地域の主体的な議論が進んでおり、団体の成熟がみられます。 

・役員らの世代交代が行われ、現役世代が中心となった地域も出てくるなど、新たな団体の運営方法等

を模索しながら進めています。 

・一方で、大半の地域については、設立から一定の期間が経過したなかで、中心となる役員の担い手の

固定化などが課題となっており、新たな担い手の発掘やさらなる体制の充実が課題となっています。 

・今後、社会福祉協議会と共に地域支援を実施していくなかで、課題解決型のまちづくり協議会の推進

に向け、地域支援のあり方を検討する必要があります。 

・また、既存の担い手だけでなく、企業・団体・大学などとの連携を模索し、事業の運営だけでなく、

企画段階からの参画を促すことで、地域活動の活性化を図ります。 

・弱みも強みになることがあると感じた。現状の把握の必要性を強く感じた。「助けて」と言う勇気・雰囲 

気作りが大切と感じた。 

・地域活動における防災のありかたが良く分かり、認知のバイアスの存在を理解できた点が良かった。 

・時代遅れのがちがち地域活動しか思いつかず新しいアイデアを受け入れられない方々が、どの程度柔軟に

変わっていただけるかは疑問 

つながるまちづくり交流会 
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市の施策に、市民の意見を反映するため、その企画立案から決定までの過程において、市民の意

見を聴く手続き等を行った取り組みについて全庁的に調査を行い、行政への市民参加の状況を把握

し、「市民参加の実績」として、市ホームページで公開しました。 

 

＜市民参加の実績＞ 

項 目 内 容 令和 5 年度実績 令和 6 年度実績 

(1)市民ニーズの把握 
①市民アンケート 

②ヒアリング 

9 件 

０件 

1９件 

1 件 

(2)市民意識の反映 
①パブリックコメント 

③アイデア・提案募集 

7 案件 

 （意見 74 件） 

   0 案件 

3 案件 

（意見 70 件） 

0 案件 

(3)情報の共有・相互理解 
①意見交換会 

②ワークショップ 

２2 回 

0 回 

16 回 

０回 

(4)合意形成 
①公募のある審議会等 

③のべ公募委員数 

１7 審議会等 

１６人 

１8 審議会等 

24 人 

(5)公開 

①公開制度対象の会議開

催数 

②のべ傍聴者数 

51 回 

１2 人 

49 回 

16 人 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

６．行政への市民参加の促進 
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市民相互の協働による自律性の高いまちづくりを進めるため、職員による効果的な人的支援を行

う「地域サポーター制度」を平成 23 年度より運用しています。令和 7 年度は、公募により任命さ

れた 3 名の地域サポーターが各小学校区に配置されました。 

 

 

平成２３年度より各小学校区に地域まちづくり協議会が設立され、１０年以上が経過し、協議会

活動において収入を得る協議会も出てきている中、今後の協議会活動を発展的に推進するため、地

域サポーター等を対象として、コミュニティビジネスやソーシャルビジネスについての知識や法人

格取得の手続き等についての研修を実施してきました。 

令和 7年度は入庁年次の浅い職員を対象に、協働研修として実施しました。 

 

～成果と課題～ 

・多様化・高度化する地域課題を解決するため、地域まちづくり協議会では様々な取り組みが進められ

ており、それらの活動を支援する地域サポーターの更なるスキルアップが必須となっています。 

・今後も定期的に地域サポーターを対象とした研修を実施し、地域まちづくり協議会の支援の充実を図 

 ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．協働のしくみづくり 

７－① 地域サポーター 

７－② 地域まちづくり協議会支援研修 
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平成 22 年 10 月より、大阪府から権限移譲を受け、特定非営利活動法人（NPO 法人）の設立

認証等事務を行っています（所管法人数：３7 法人（令和 8年３月現在））。 

 

 

 

人口減少や少子・高齢化、ライフスタイルの変化などにより、市民ニーズが多様化するなか、効

果的な地域課題の解決を図り、魅力ある地域づくりを進めるためには、市民や行政だけでなく、事

業者や教育機関など、多様な担い手がそれぞれ役割を果たしながら、連携・協力し、まちづくりを

進めていく必要があります。そこで、地域の事業者や、先端的・創造的な教育・研究活動に取り組

む大学などとの連携の強化を図り、住民福祉

の向上や、産業活動の活性化等、まちの活性

化を目指しています。 

これまで関西大学や大阪大谷大学と連携協

力に関する協定を締結し、幅広い分野での連

携を進めています。また、災害時の相互協力

や一人暮らし等の見守り活動に関する協定な

ど、市内の事業者等と協定の締結を進め、多

様な担い手によりまちづくりを支える仕組み

づくりを進めています。 

令和３年４月には、河内長野市では、エイチ・

ツー・オー リテイリング株式会社と連携し、イズミヤ SC 河内長野４階に地域まちづくり支援拠

点として「イズミヤゆいテラス」をオープンしました。 

また、少子高齢化が進む美加の台地域でも令和 7 年度より産官学民によるまちづくりを開始し、

株式会社関西フードマーケットご協力のもと、コミュニティ拠点としてデイリーカナート美加の台

空きテナントに「美加の台カナートテラス」を設置しました。行政機関、事業者、教育機関など多

様な担い手が連携し、ソフト事業や運営に関する協議を行い、多様な地域活動の継続を目指します。 

 

～成果と課題～ 

・新たな協働の仕組みづくりや産官学民の連携については、「公民連携課」を新たに設置し、多様な連携

事業を展開しています。 

・新たにコミュニティ活性化の拠点「美加の台カナートテラス」を設置しました。「イズミヤゆいテラス」

も含め、さらなる認知度向上が課題となっているため、事業者や社会福祉協議会、大学等と連携したイ

ベントの開催や、口コミ、ホームページ等を通じた周知に努めていきます。 

 

 

８－① 特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人）の設立認証等事務の権限移譲 

８－② 新たな協働のしくみづくり～産官学民の連携～ 

８．その他の協働のとりくみ 

関西大学・コノミヤとの「丘の生活拠点」形成に

向けたまちづくり連携についての協定 

（平成３０年１２月） 
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 南花台地域は、大阪府が進める「スマートエイジング・シティ」のモデル地域に位置付けられ、

今、住んでいる人が住みなれた場所で、安心して快適に住み続けられるまちを目指しながら、まち

の活力を維持し、新たな住民も、民間投資も呼び寄せる多世代循環型のまちづくりをモデル的に展

開しています。今後、急激に高齢化が進む開発団地のこれからを考え、美加の台地域など市内他地

域においても、まちづくりに必要な仕組みの研究を、地域住民をはじめ、公・民・学の連携により

進めており、地域住民が主体となり、様々な事業が動き出しています。 

 

○買い物応援・生活応援プロジェクト                                   

高齢の方や子育て世代など買物に不便を感じている方を対象に、住民の有志が多少の謝礼により、

買物した商品を自宅までお届けする支え合いの取り組みを実施しています。また、平成３０年５月

から、庭の草引き等の生活支援に範囲を広げてサービスを提供しています。 

さらに、令和２年度には買い物代行（買い物応援＝買い物に同行、買い物代行＝買い物リストに

基づき買い物を代行し、家までお届け）にも取り組み始めました。 

＜取り組み実績＞ 

1 買い物応援  134 件（H29/14、H30/56、R1/44、R2/4、R3/2、R4/２、R5/2、 

R6/10、R7/0） 

2 生活応援  1,588 件（R1/33、R2/96、R3/202、R4/343、R5/307、R6/272、 

R7/335） 

3 買い物代行   48件（R2/0、R3/19、R4/14、R5/5、R6/0、R7/10） 

＜利用料金＞ 

1 300 円／回 ※買物かご２ケースまで 

2 １時間 800 円／1 名 

3 ８００円/１回 

 ＜利用の流れ＞ 

1 買い物応援 

コノミヤ南花台店で買物⇒利用券を購入し、待機して 

いるスタッフに渡す⇒スタッフが台車などに荷物を乗 

せ、玄関先までお届け（原則として一緒に歩いて帰る） 

2 生活応援・買い物代行 

利用の申し出（事務局の携帯に電話）⇒コーディネーター訪問（依頼内容の確認）⇒作業内

容の打ち合わせ（作業時間と費用の見積もり）⇒生活応援スタッフによる作業 

 

○コノテラカフェ（生活応援「通いの場事業」）                                   

令和５年5月から毎月4回、南花台のまちづくりコミュニティ活動拠点であるコノミヤテラスを

使って、コーヒーを振る舞い、気軽におしゃべりできる場としてコノテラカフェを開催した。運営

は、コノミヤテラスに常駐している現地コーディネーターだけでなく、上記の生活応援お互いさん

からも数名関わっており、持続的な運営体制となっている。毎回20人前後の地域住民が参加し、

南花台地域だけでなく、周辺地域の住民も参加し、交流を深めた。 

 

＜取り組み実績＞ 

59回開催 

延べ 1,139人 参加 

 

 

８－③ 河内長野市スマートエイジング・シティ事業（旧担当：政策企画課、現担当：まちづくり推進課） 
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○子育てサロン                                 

 子育てに係る既存活動の充実支援、子育て世代のニーズ把握とネットワーク構築、子育てしやす

い環境づくりにより、若い世代の転入促進を目的とし、地域有志メンバーによる「ふれあいテラス」

および、南花台福祉委員会による「にこにこサロン」、三丁目福祉委員会による「みんな集まれ」

を開催した。 

今年度は、こども夏まつり、クリスマス会といった季節のイ

ベントや、リユースの会を実施した。 

  

【実績】 

 開催回数   ：  １０3回 （R6年度 101回） 

延べ参加人数 ： １,１09人 （R6年度 1,133人） 

 

 

 

○南花台モビリティ「クルクル」移動支援                                  

 地域のボランティア主体による移動支援の運行を令和元年より行っています。株式会社コノミヤ

の協力や社会福祉協議会のサポートを受けながら、買い物や通院などの外出が困難な地域住民の移

動手段として機能しています。 

 

（オンデマンド運行） 

運行日時 月・木曜日 ９時３０分～1５時３０分 

運  賃 １００円／回 

 

＜利用実績＞ 

 令和５年度 延べ2,067人 

  令和６年度 延べ2,827人 

令和７年度 延べ3,129人 

 

 

（定時定路線運行） 

運行日時 土曜日 ９時３０分～１４時００分 

運  賃 無 料（R7.12より有償化100円/回） 

運行経路 右図のとおり 

 

＜利用実績＞ 

 令和５年度 延べ  960人 

  令和６年度 延べ1,052人 

  令和７年度 延べ  832人 

 



資料⑤ 

かわちながのボランティア・市民活動支援推進事業業務報告書(令和８年３月３１日現在) 

１．情報の収集・提供に関する事業 

事業名称        日程 内容 

ホームページの管理

運営 
４～３月 

社会福祉協議会内のホームページに市民活動セ

ンターのタブを設置し、市民活動センター情報を

閲覧できるようにした。講習会などの催しの案内

を掲載している。 

また、かわちながのボランティア・市民活動セ

ンター公式インスタグラムを開設し、登録者に

対してボランティア・市民活動登録団体の紹介

や奥河内ラジオの出演状況、イベント案内を発

信した。 

助成金・顕彰金情報

の公開 
４月 

市民活動センターのミーティングルームに、助

成金・顕彰金情報を掲示し、申請に必要な資料

を常時設置し、住民が閲覧できるよう公開した。 

かわちながのボラン

ティア・市民活動セ

ンター登録団体ガイ

ドブック 

５月～１１月 

かわちながのボランティア・市民活動センター

登録団体(１１７団体)、新規登録団体の申込・

団体情報のヒアリングを行った。ガイドブック

簡易版を令和８年４月発行に向けて作成した。 

イベント情報の発信 
７月、１０月、

１月 

社協だよりの広報をベースに市民活動センター

の紹介、つながりフェスタの案内を発信予定。 

他市町村 施設 の調

査・研究 
１０月、２月 

阪南市市民活動センター夢プラザ（３名）がかわ

ちながのボランティア・市民活動センターに来

所。Instagram を用いた情報発信について意見交

換を行った。 

茨木市文化子育て複合施設おにクル見学（４名）。

施設運営や市民活動団体との連携について学ん

だ。 

 

２．学習機会の提供に関する事業 

事業名称（内容） 講  師 
参加 

人数 
開催日・場所 

令和７年度ボランティア体験プログラ

ム 

子どもから大人まで、誰もがボランテ

ィア活動を体験し、「ともに生きる」豊

かな心を学び、ともに活動する喜びを

共感できるプログラムを作成し、ボラ

ンティアを始めるきっかけ作りを目的

とした。 

２６団体 
２０３

名 

令和７年８月１日～３

１日 

イズミヤゆいテラス 

公民館 

キックスなど 



 

 

次世代によるぼうさいキャンプ２０２

５ 

若者世代の防災意識の向上とともに地

域とのつながりを考えるきっかけをつ

くることを目的とする。また、近隣の

大学生と企画・運営を行うことで、市

民公益活動の協働促進を担う人材育成

の発掘を行う。 

竹 順哉氏 

 

 

 

２１名 

令和７年９月２７日

（土）16:00～９月２８

日（日）10:00 

イズミヤゆいテラス(全

体) 

要約筆記ボランティア講習会 

(グループ運営講座) 

要約筆記は聴覚障がい者に話の内容を

伝える手段の１つとして文章や話の内

容を要約して書き記すことである。聴

覚障がい者の方と一緒に筆談・ノート

テイクなど、わかりやすい要約の方法

を学ぶ講習会を実施する。 

 

 

要約筆記サークル

「葉月」 

 

 

１１名 

 

令和７年１０月１８日

（土）、１１月１日（土）、

１５日（土） 

13：30～15：00 

社協会議室 

傾聴ボランティア養成講座 

（グループ運営講座） 

近年、独居高齢者の増加や高齢者のみ

の世帯の増加により傾聴ボランティア

のニーズが高まっている。話し方・聞

き方についてロールプレイで実践し、

傾聴についてを学ぶとともに新たな活

動者の発掘を行う。 

 

金剛こころの健康研究

所 

中尾 みどり氏 

 

 

 

４６名 

令和７年１１月２８日

（金）、１２月５日（金）、 

13：30～15：30 

社協会議室 

助成金講習会 

(ステップアップ講座) 

補助金（助成金）の申請方法や活用に

ついて、市民公益活動のなかでどんな

ことに使えるかという初歩の部分か

ら、申請書の書き方や活動のアピール

ポイントを学ぶ講座を実施する。 

NPO 組織基盤強化コン

サルタント office 

musubime 代表 

 河合 将生氏 

 

 

１５名 

令和８年２月７日（土）、

13：30～15：00 

イズミヤゆいテラス大

多目的スペース 

 

３．相談・コーディネートに関する事業 

事業名称 内 容 令和７年度 

相談・コーディネート機能 

相談実件数：４０件 

活動希望などボランティアに関する相談 ７ 

ボランティアの紹介 ２３ 

登録団体に関する相談  １８ 

ＮＰＯ法人の設立準備事務に関する相談 ０ 



 

 

出前ボランティア一覧 出張系のボランティア分野を分類し紹介する

一覧表によりコーディネートの円滑化と活動

推進を図る。 

継続事業 

 

４．交流促進に関する事業 

事業名称 内 容 
参加 

人数 
開催日・場所 

団体交流会（意見交換会） 各団体の情報交換

および昨年度のイ

ベント内容の振り

返りと今後の展開

を共有。 

 

２９団体 

３８名 

令和７年５月１４日（水）

14：00～15：30 

イズミヤゆいテラス大多目

的スペース 

つながりフェスタ実行委員会 

つながりフェスタ

の開催に向けた企

画会議（代表者会

議と部門別会議の

開催） 

計 16 回開催 

延べ 

213 団体 

256 名 

令和７年 6 月 27 日（金）、7

月 31 日（木）、8 月 9 日（土）、

27 日（水）、9 月 20 日（土）、

30 日（火）、10 月 15 日（水）、

25 日（土）、11 月 29 日（土）、

令和８年 1 月 9 日（金）、31

日（土）、2 月 14 日（土）、3

月 18 日（火） 

イズミヤゆいテラス他 

つながりフェスタ～出会いが生

まれ、広がる笑顔～ 

ステージ披露及び、

パネル展示、ワーク

ショップ、バザー模

擬店の開催 

 

４８団体 

５１８名 

令和８年２月２８日（土）

10：00～15：30 

キックス 

他市・広域連携事業 

南河内のつどい 

連携会議で協議した

結果、今年度は実施

なし。 

 

 
 

 

５．地域支援に関する事業 

市内１１小学校区のまちづくり協議会の定例会議等に地域パートナーが参加し、地区（校区）

福祉委員会などの同じ小学校区内にある組織の情報提供などを行った。また事業運営の相談に

対応するとともに、必要に応じて軽トラックなどの貸し出しを行った。 

小学校区ごとにワークショップを開催し、地域福祉計画、地域福祉活動計画の地域別計画の

進捗状況を確認するとともに、地域課題の発見、共有や地域の各団体同士が連携のきっかけと

なるような場づくりを行った。 

 

 



 

 

６．市が実施する事業 

河内長野市が主催する事業に積極的に参加、協力を行った。（詳細については、前述の“２．

学習機会の提供に関する事業”または“４．交流促進に関する事業”を参照） 

 

７．センター管理運営及び事務局の事業 

事業名称 内 容 利用件数 

ワークスペース利用につい

て(ワークスペースの利用、

ミーティングルームの利用) 

４月～９月 ３０４ 

土曜日利用：１１  

１０月～３月 ２８２ 

土曜日利用：１３ 

活動報告書の作成 年間の活動を活動報告書にまとめる 継続事業 
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